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相続税申告書・ログイン後、データを作成します。 
「事務所ＩＤ」「ログインＩＤ」「パスワード」を入力して、ログインします。 
 
「ＷＥＢ相続税トップメニュー」を表示しますので、「データ選択」を開きます。 

 
 
「新規追加」ボタンをクリックします。 

 
 
データ情報画面を表示します。被相続人氏名の入力、対応税制年度の選択、相続開始年月日の入力を 
して、「登録」ボタンをクリックします。続けて「終了」ボタンをクリックします。 

 
 
「相続税トップメニュー」を表示します。 
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１．相続税の流れ 
はじめに行う作業 
基本登録の入力 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
財産評価データの作成 （※必要な場合に作成します） 
 
 
 
 
 
 
 
 
相続税申告書の作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
相続税申告書の印刷 
 
 
 
 
 
 
 
 
その他の帳票作成・印刷 
 
 
 
 
 
 

①「被相続人登録」 

 
 
②「相続人登録」 

 
 ③「税理士登録」 

 
 

⑤「財産・債務データ」の作成 

 
 

④「財産評価データ」の作成 

 
 

⑥「相続税申告書」の作成 

 
 

⑦「相続税申告書」の印刷 

 
 

⑧「税務代理権限証書」の作成・印刷 

 
 
⑨「遺産分割協議書」の作成・印刷 
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相続税申告書・早わかりガイド 
「相続税の流れ」の順番にそって、簡単に内容をご紹介します。 
 
 

早わかり１．被相続人登録 
「基本登録」の「被相続人登録」を開き、被相続人の情報を入力します。 
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早わかり２．相続人登録 
「基本登録」の「相続人登録」を開き、相続人の情報を入力します。 
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早わかり３．税理士登録 
「税理士登録」を開き、税理士の情報を入力します。 
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早わかり４．「財産評価データ」の作成 
 
「評価明細書」を開き、データを入力します。 
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早わかり５．「財産・債務データ」の作成 
A）「財産と債務データの入力」から行う方法と、B)「財産評価から相続税へ転記」で作成する方法の２つがありま

す。 
 
A）「財産と債務データ入力」を開き、データを入力します。 
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「財産一覧表」を開き、入力したデータを確認します。 

 
 

 
 
「第１１表プレビュー」を開き、入力したデータを確認します。 
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 ※令和６年１月分以降、第１１表様式が変更となりましたが、従来様式での提出が可能であることから、 

令和６年においては従来様式のままとなっております。ご承知おきいただきますようお願いします。 
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B）「財産評価」で作成したデータを財産一覧表から相続税へ転記します。 
 
財産評価でデータを入力します。 
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「財産一覧表」を開き、相続税へ転記したい財産にチェックをつけて「相続税へ連動」をクリックします。 
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「財産と債務データ入力」から「財産一覧表」を開き、転記したデータを確認します。 
 

 
 
 

 
 
必要に応じて、「編集」ボタンから足りない箇所の入力を行います。 
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「第１１表プレビュー」を開き、入力したデータを確認します。 

 

 
 
 ※令和６年１月分以降、第１１表様式が変更となりましたが、従来様式での提出が可能であることから、 

令和６年においては従来様式のままとなっております。ご承知おきいただきますようお願いします。 
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早わかり６．「相続税申告書」の作成 
 
早わかり 5.で入力した財産データ、債務データを元に申告書を作成します。 
入力画面左側から簡単に表の切り替えが出来ます。 

 
 
 
 

他表へのリンクボタンをクリックすると、表示が切り替わります。 
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早わかり７．「相続税申告書」の印刷 
 
早わかり 6.で作成した相続税申告書を印刷します。 
「印刷」ボタンをクリックすると印刷指定画面が出ますのでそちらからプリンタを指定して印刷します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
マイナンバーはここで 
入力します。 
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 早わかり８．「税務代理権限証書」の作成・印刷 
 
「その他」から「税務代理権限証書」を開いて入力します。 
登録後、「印刷」ボタンから印刷します。 
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早わかり９．「遺産分割協議書」の作成・印刷 
 
「その他」から「遺産分割協議書」を開いて協議書作成日を入力します。 
登録後、「印刷」ボタンから印刷します。 ※［出力］ボタンでＣＳＶ搬出してご利用いただけます。 
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相続税申告書の記載順序 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第９表 

（生命保険） 

第 10 表 

（退職手当） 

第11・11の2表の付表1、 

および別表 1 

（小規模宅地等の特例） 

 
 

第 11 表 （課税財産） 

 
 

第 13 表（債務・葬式費用等） 

 
 

第 14 表（相続開始前 3 年

以内の贈与財産等） 

 
 

第 15 表（相続財産の種類別価格表） 

 
 

第 1 表（課税価格、相続税額） 

 
 

第 2 表（課税価格、相続税額） 

 
 

第 4 表・第 4 表の付表 

（相続税額の加算金額の計算書） 

 

第 4 表の 2(暦年課税分の贈与税

額控除額の計算書） 

 

 
 

第 5 表 

（配偶者の税額軽減） 

 
 

第 6 表 

（未成年者控除、障害者控除） 

 
 

  第 7 表 

（相次相続控除） 

 
 

  第 8 表 

（外国税額控除・農地等納税

猶予税額の計算書） 

   

第８の２表～第８の４表 

① 
 

② 
 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ ⑨ 

⑩ 
⑪ 

⑫ ⑬ ⑭ 

A）課税財産及び債務 

B）課税価格の合計及び相続税の総額計

 

C）税額控除の計算 
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Ａ）税財産および債務                                      
相続①第９表（生命保険）と相続②第１０表（退職手当）を画面で確認 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 9 表（生命保険） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 10 表（退職手当） 
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相続③第１１・１１の２表の付表１、および別表 1 を作成します。 
 
小規模宅地の特例入力手順は、該当の宅地を１人で相続するか分割して相続するかで変わります。 

A）該当の宅地を１人で相続する（別表なし） 
B）該当の宅地を分割して相続する（別表あり） 

の２パターンに分けてご説明します。 
 
 

A）該当の宅地を１人で相続する（別表なし） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
B）該当の宅地を分割して相続する（別表あり） 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 11・11 の 2 表の付表 1（２.小規模宅地の明細） 
 

第 11・11 の 2 表の付表 1（別表 1） 
 

第 11・11 の 2 表の付表 1（3.限度面積要件の判定） 
 

第 11・11 の 2 表の付表 1（２.小規模宅地の明細） 
 

第 11・11 の 2 表の付表 1（3.限度面積要件の判定） 
 

土地データ入力にて 

●取得者名を選択 

●小規模宅地の特例を有に設定 

●付表１（別 1）を無に設定 
 

土地データ入力にて 

●取得者名を取得分割にして、分割割合を入力 

●小規模宅地の特例を有に設定 

●付表１（別 1）を有に設定 
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A）該当の宅地を一人で相続する（別表なし） 

小規模宅地 A-1）土地データを設定 

土地データ入力にて 

●取得者名を選択 

●小規模宅地の特例を有に設定 

●付表１（別 1）を無に設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小規模宅地 A-2）第 11・11 の 2 表の付表 1（２.小規模宅地の明細）を作成 
その宅地の種類を選択し、必要であれば事業内容を入力します。また特例対象として選択した宅地の面積を入力しま

す。 
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小規模宅地 A-3）第 11・11 の 2 表の付表 1（3.限度面積要件の判定）を作成 
「小規模宅地等の明細の課税・減額計算」および「限度面積要件の判定計算」ボタンをクリックします。 
（限度面積要件の範囲外になった場合は、メッセージを表示しますので、面積を入力し直してください） 
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B）該当の宅地を分割して相続する（別表あり） 

小規模宅地 B-1）土地データを設定 

土地データ入力にて 

●取得分割に設定し、分割割合を入力●小規模宅地の特例を有に設定●付表１（別 1）を有に設定 

 
 
取得者名から取得分割を選択し、「取得分割」ボタンを押して分割割合を入力します。分割割合を入力し、「自動計

算」を押すと価額と面積を計算します。 

 
 

小規模宅地 B-2）まず第１１・１１の２表の付表１（別表 1）を作成 
画面を開くと、小規模宅地の特例適用にチェックをした宅地の一覧を表示します。 
「編集」ボタンをクリックして内容を作成します。 

 
「1 一の宅地等の所在地、面積および評価額」に、面積を入力します。（面積から評価額を自動計算しますが、手入

力での訂正も可能です） 
「2 一の宅地等の取得者ごとの面積および評価額」に、面積を入力します。（面積から評価額を自動計算しますが、

手入力での訂正も可能です） 
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小規模宅地 B-3）第 11・11 の 2 表の付表 1（２.小規模宅地の明細）を作成 
その宅地の種類を選択し、必要であれば事業内容を入力します。また特例対象として選択した宅地の面積を入力します。 
 

 



30 
 

 

小規模宅地 B-4）第 11・11 の 2 表の付表 1（3.限度面積要件の判定）を作成 
「小規模宅地等の明細の課税・減額計算」および「限度面積要件の判定計算」ボタンをクリックします。 
（限度面積要件の範囲外になった場合は、メッセージを表示しますので、面積を入力し直してください） 
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相続④第１１表（課税財産）を画面で確認します。 
 
これまでに入力してきた課税財産のリスト、第 11 表を画面で確認します。 
遺産分割の年月日と、未分割財産の編集が出来ます。 
 

 
 
 
 ※令和６年１月分以降、第１１表様式が変更となりましたが、従来様式での提出が可能であることから、 

令和６年においては従来様式のままとなっております。ご承知おきいただきますようお願いします。 
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相続⑤第１３表（債務および葬式費用）を画面で確認します。 
 
第 13 表（債務および葬式費用の明細書）を画面で確認します。 

負担未確定債務、負担未確定葬式費用の編集が出来ます。 
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相続⑥第１４表（暦年課税分の加算贈与・公益法人等の明細）を作成 
 
第 14 表（暦年課税分の加算贈与・公益法人等の明細書）を作成します。 
「追加」ボタンから明細データを入力します。 
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相続⑦第１５表（相続財産の種類別価額表）を画面で確認します。 
 
第１５表（相続財産の種類別価格表）を開いて確認します。 
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B）課税価格の合計及び相続税の総額計算                          
 

相続⑧第２表（相続税の総額の計算書）を画面で確認します。 
 
第２表（相続税の総額の計算書）を開いて確認します。 
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相続⑨第１表（相続税の申告書）を画面で確認します。 
 
第１表（相続税の申告書）を開いて確認します。 
「編集」ボタンから按分割合、算出税額の編集が出来ます。 
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C）税額控除の計算                                    
 

相続⑩第４表・第４表の付表（相続税の加算金額の計算書） 

第４表の２(暦年課税分の贈与税額控除額の計算書）を作成します。 
 
第４表（相続税の加算金額・暦年課税分の贈与税額控除額の計算書）を作成します。 
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第４表の２を入力します。 
 



39 
 

 

相続⑪第５表（配偶者の税額軽減額の計算書）を確認します。 
 
第５表（配偶者の軽減税額の計算書）を開いて確認します。 
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相続⑫第６表（未成年者控除額・障害者控除額の計算書）を作成します。 
 
第６表（未成年者控除額・障害者控除額の計算書）を作成します。 
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相続⑬第７表（相次相続控除額の計算書）を作成します。 
 
第７表（相次相続控除額の計算書）を作成します。 
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相続⑭第８表（外国税額控除額・農地等納税猶予税額の計算書） 

を作成します。 
 
第８表（外国税額控除額・農地等納税猶予税額の計算書）を作成します。 
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２．基本登録 

2-1.データ情報登録 
 

 
 
 ①データ式別名（被相続人）を入力します。 
 ②対応相続税指定（年版） 

③相続開始年月日を入力します。 
 （メモ欄はご自由にお使いください。） 
 ④「登録」ボタンをクリックします。 

⑤「終了」ボタンをクリックし、トップメニューに戻ります。 
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2-2.被相続人登録 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
項目 説明 
相続開始日 元号を選択し、年月日を入力します。（和暦） 
被相続人名 被相続人氏名を入力します。 
フリガナ 被相続人氏名のフリガナを全角カタカナで入力します。 
申告種類 確定か修正のどちらかを選択します。 
生年月日 元号を選択し、被相続人の生年月日を入力します。（和暦） 
年齢 被相続人の年齢を計算して自動入力します。 
郵便番号 被相続人の郵便番号を入力します。 
住所 被相続人の住所を入力します。 
電話番号 被相続人の電話番号を入力します。 
職業 被相続人の職業を入力します。 
管轄税務署 管轄税務署を入力します。 
あん分割合桁数 あん分割合を何桁まで計算するか選択します。（2 桁～10 桁） 
算出税額端数処理 税額の端数処理方法を切捨て、自動按分から選択します。 
第 11・11 の 2 表

付表 1：同意欄 
全相続人を印字するか、選択した財産取得者のみを印字するか選択します。 

依頼日 後日確認するためのメモ入力欄です。申告には関係しませんので任意で入力してください。 
申告日 後日確認するためのメモ入力欄です。申告には関係しませんので任意で入力してください。 
税理士法 30 条 税理士法 30 条の書面を提出しているかどうか、有・無どちらかを選択します。 
税理士法 33 条 2 税理士法 33 条 2 の書面を提出しているかどうか、有・無どちらかを選択します。 

 
①各項目の入力を行います。 
②入力が終わったら、画面右上の「登録」ボタンをクリックします。 
③データを登録しました、と表示します。「OK」をクリックします。 
④「終了」ボタンをクリックして、トップメニューに戻ります。
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2-3.相続人登録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 説明 
相続人 No. 自動表示します。 
相続人名 相続人氏名を入力します。 
フリガナ 相続人氏名のフリガナを全角カタカナで入力します。 
続柄 被相続人との続柄を選択します。 
生年月日 相続人の生年月日を和暦で入力します。 
年齢 相続人の年齢を入力します。 
郵便番号 相続人の郵便番号を入力します。 
住所 相続人の住所を入力します。 
電話番号 相続人の電話番号を入力します。 
職業 相続人の職業を入力します。 
配偶者 被相続人の配偶者に該当するか、該当しないか選択します。 
相続の開始を知った日 相続の開始を知った日を和暦で入力します。 
相続時精算課税適用区分 非適用者、適用者、適用者（相続開始前死亡）の中から選択します。 
取得原因 相続、贈与のどちらかを選択します。 
法定相続人 該当または非該当のどちらかを選択します。 
法定相続分 相続人の合計が 1 になるように入力します。 
民法上の相続割合 未分割財産の按分割合を入力します。 
相続放棄 該当または非該当のどちらかを選択します。 
養子制限 該当または非該当のどちらかを選択します。 
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農業相続人 該当または非該当のどちらかを選択します。 
障害者控除 なし、一般、特別の中から選択します。 
2 割加算 該当または非該当のどちらかを選択します。 
制限納税義務者 居住無制限納税義務者、制限納税義務者、非居住無制限納税義務者の中から

選択します。 
参考記載 該当または非該当のどちらかを選択します。（第 1 表印刷「参考」欄） 
代理人 法定代理人、特別代理人、親権者、後見人の中から選択します。 
代理人氏名 代理人の氏名を入力します。 

 
 
①各項目の入力を行います。 
②入力が終わったら、画面右上の「保存終了」ボタンをクリックします。 
③データを登録しました、と表示します。「OK」をクリックします。 
④「終了」ボタンをクリックして、トップメニューに戻ります。 
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３．財産入力 

3-1.土地 

 

 

 

項目 説明 
細目 田、畑、宅地、山林、その他（原野）、その他（牧場）、その他（沼地）、その他（鉱

泉地）、その他（雑種地）、手入力から選択。選択した細目を画面に表示します。 
利用区分 細目に応じた利用区分を入力します。 

「検索」ボタンから呼び出して選択入力も出来ます。田（自用地、貸付地、賃借権、耕

作権、永小作権）、畑（自用地、貸付地、賃借権、耕作権、永小作権）、宅地（自用宅

地、貸宅地、貸家建付地、自用借地権）、山林（普通山林、保安林） 
所在場所 土地の所在場所を入力します。 
地積 地積を入力します。小数点以下有効です。 
単位 ㎡、ヘクタール、アール、株、口、点、台、個から選択します。 
所有割合 所有割合を分数で入力します。 
所有割合分 地積と所有割合から自動計算して表示します。 
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単位面積価額 路線価地区の土地の場合に、単位面積当たりの価額を入力します。 
固定資産税評価額 倍率地区の土地の場合に入力します。 
倍数 倍率地区の土地の場合に入力します。 
権利割合 財産が権利付きである場合に、権利割合を入力します。 
権利割合名 財産が権利付きである場合に、権利割合名を入力します。 
価額 価額を自動計算します。手入力も可能です。 

■路線価地区の土地の価額計算■ 
 「単位面積価額」×「倍数」× 地積の「所有割合分」 
 （所有割合分がない場合は「単位面積価額」×「倍数」×「地積」×「権利割合」） 
■倍率地区の土地の価額計算■ 
 「固定資産税評価額」×「倍数」×「所有割合」×「権利割合」 

取得者名 相続人の一覧から選択します。 
小規模宅地の特例 特例適用の有無を選択します。 
付表 1（別 1） 第 11・11 の 2 の付表 1（別表）を書面で提出するかどうか、有・無を選択します。 

 
①各項目の入力を行います。 
②入力が終わったら、画面右上の「保存終了」ボタンをクリックします。 
③データを登録しました、と表示します。「OK」をクリックします。 
④「終了」ボタンをクリックして、トップメニューに戻ります。 
 

3-2.家屋・構築物 

 

 

項目 説明 
細目 選択した細目を表示します。 
利用区分 利用区分を入力します。「検索」ボタンから選択することも出来ます。 
所在場所 家屋・構築物の所在場所を入力します。 
面積等 面積を入力します。小数点以下有効です。 
単位 ㎡、ヘクタール、アール、株、口、点、台、個から選択します。 
所有割合 所有割合を分数で入力します。 
単位面積価額 単位面積当たりの価額を入力します。調整率を入力する場合は、×の右側の

調整率欄を使用します。 
固定資産税評価額 評価額を入力します。 
倍数 評価倍率を入力します。 
権利割合 財産が権利付きである場合に、権利割合を入力します。 
権利割合名 財産が権利付きである場合に、権利割合名を入力します。 
価額 価額を自動計算します。手入力も可能です。 

「単位面積価額」×「倍数」×「面積等」×「所有割合」×「権利割合」 
を計算します。 
※「単位面積価額」に入力のない場合、「固定資産税評価額」×「倍数」×

「所有割合」×「権利割合」で計算します。 
取得者名 相続人の一覧から選択します。 
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3-3.事業用財産 

 

項目 説明 
細目 選択した細目を表示します。 
利用区分銘柄等 利用区分を入力します。「検索」ボタンから選択することも出来ます。 
所在場所 財産の所在場所を入力します。 
数量 数量を入力します。小数点以下有効です。 
単位 ㎡、ヘクタール、アール、株、口、点、台、個から選択します。 
単価 単価を入力します。調整率を入力する場合は、×の右側の欄を使用します。 
倍数 単価に掛ける倍数を入力します。 
価額 「数量」×「単価」×「倍数」を計算して表示します。手入力も出来ます。（計算過程

の全てで小数点以下を切り捨てます） 
取得者名 相続人の一覧から選択します。 

 

3-4.有価証券 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項目 説明 
細目 選択した細目を表示します。 
銘柄等 利用区分を入力します。「検索」ボタンから選択することも出来ます。 
所在場所、金融機関名称等 財産の所在場所を入力します。 
株式数等 株式数を入力します。小数点以下有効です。 
単位 ㎡、ヘクタール、アール、株、口、点、台、個から選択します。（初期値は株） 
1 株当りの単価 １株あたりの価額を入力します。 
倍数 １株あたりの価額に掛ける倍数を入力します。 
価額 「数量」×「単価」×「倍数」を計算して表示します。手入力も出来ます。（計算

過程の全てで小数点以下を切り捨てます） 
取得者名 相続人の一覧から選択します。 



50 
 

 

3-5.現金・預貯金 

 

 
 

項目 説明 
細目 選択した細目を表示します。 
預貯金の種類 預貯金の種類を入力します。 
所在場所、金融機関名称等 預入先の所在場所、金融機関名称等を入力します。 
口座番号等 口座番号を入力します。 
価額 金額を入力します。 
取得者名 相続人の一覧から選択します。 

 

3-6.家庭用財産 

 

 

項目 説明 
細目 選択した細目を表示します。 
利用区分 利用区分を入力します。 
所在場所 財産の所在場所を入力します。 
数量 数量を入力します。小数点以下有効です。 
単位  ㎡、ヘクタール、アール、株、口、点、台、個から選択します。 
単価 単価を入力します。調整率を入力する場合は、×の右側の欄を使用します。 
倍数 単価に掛ける倍数を入力します。 
価額 「数量」×「単価」×「倍数」を計算して表示します。手入力も出来ます。（計算過程

の全てで小数点以下を切り捨てます） 
取得者名 相続人の一覧から選択します。 
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3-7.その他の財産（生命保険金等・退職手当金等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 説明 
細目 選択した細目を表示します。 
利用区分銘柄等 利用区分銘柄を入力します。 
保険会社等の所在場所 
もしくは勤務会社等の所在

地 

保険会社または勤務会社の所在場所を入力します。 
 

保険会社等の名称 
もしくは勤務会社等の名称 

保険会社または勤務会社の所在場所を入力します。 

受取年月日 生命保険金または退職金を受け取った年月日を入力します。 
受取金額 金額を入力します。 
退職手当等の名称 細目が「退職手当金等」の場合に、その名称を入力します。 
受取人の氏名 相続人の一覧から選択します。 

 

3-8.その他の財産（立木・その他財産） 

 

項目 説明 
細目 選択した細目を表示します。 
利用区分銘柄等 利用区分銘柄を入力します。 
所在場所 財産の所在場所を入力します。 
面積等 数量を入力します。小数点以下有効です。 
単位 ㎡、ヘクタール、アール、株、口、点、台、個から選択します。（初期値は株） 
単位面積価額 単位面積価額を入力します。調整率を入力する場合は、×の右側の欄を使用します。 
倍数 単価に掛ける倍数を入力します。 
価額 「数量」×「単価」×「倍数」を計算して表示します。手入力も出来ます。（計算過程

の全てで小数点以下を切り捨てます） 
取得者名 相続人の一覧から選択します。 
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3-9.その他の財産（定期金に関する権利・生命保険契約に関する権利・ 

信託受益権・特許権、実用新案権、意匠権、商標権等・営業権） 

 

 

 

項目 説明 
細目 選択した細目を表示します。 
利用区分銘柄等 細目が「定期金に関する権利」「生命保険契約に関する権利」「信託受益権」の

場合に、その銘柄を入力します。また、所在場所も入力します。 
所在場所等 

価額 価額を入力します。 
取得者名 相続人の一覧から選択します。 

 

 

3-10.代償財産 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 説明 
細目 選択した細目を表示します。 
利用区分銘柄等 利用区分銘柄を入力します。 
所在場所等 財産の所在場所を入力します。 
数量 数量を入力します。小数点以下有効です。 
単位 ㎡、ヘクタール、アール、株、口、点、台、個から選択します。 
単価 単価を入力します。 
倍数 単価に掛ける倍数を入力します。 
価額 「数量」×「単価」×「倍数」を計算して表示します。手入力も出来ます。（計算過程

の全てで小数点以下を切り捨てます） 
取得者名 相続人の一覧から選択します。 
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代償分割の入力 

代償分割を行う場合、まず「財産と債務データ入力」にて「代償財産」の入力を行います。 

 

第 11 表の代償財産を確認します。 

代償財産の計が 0 になっていることを確認します。 

 

第 15 表「その他の財産」の「その他」欄を確認します。 

 

第 15 表の印刷 

 代償財産がある場合は、[2８]その他が 2 段で印刷され、上段に代償財産を印刷します。 
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3-11.債務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 説明 
種類 選択した債務の種類を表示します。 
細目 債務の細目を入力します。 
債権者の氏名または名称 債権者の氏名または名称を入力します。また、債権者の住所または所在地も入力

します。 債権者の住所または所在地 
発生年月日 年月日を入力します。 
弁済期限 年月日を入力します。 
価額 金額を入力します。 
負担する人の氏名 相続人の一覧から選択します。 

 

 

3-12.葬式費用 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 説明 
細目名 選択した細目を表示します。 
支払先の氏名または名称 支払先の氏名または名称を入力します。また、支払先の住所または所在地も入力

します。 支払先の住所または所在地 
支払年月日 年月日を入力します。 
金額 金額を入力します。 
負担する人の氏名 相続人の一覧から選択します。 
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4．相続税申告書 

相続税申告書の作成 
「基本登録」「財産と債務データ入力」で入力した財産データをもとにして相続税申告書を作成します。 
 
①相続税トップメニュー画面を開きます。 
②「相続税申告書」をクリックします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③作成したい表をクリックします。 
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④必要な箇所に入力します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
⑤入力が終了したら「保存終了」ボタンをクリックして終了します。 
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⑥他の表へ移動する時や財産入力に戻る時は、各表の入力画面から「他表へのリンク」ボタンをクリックして簡単 

に移動できます。 
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第 1 表 相続税の申告書（第 8 の 8 表印刷） 
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第 1 表 相続税の申告書  
  

の 

計 

算 

 

課 

税 

価 

格 

①取得財産の価額 第 11 表③ 

②相続時適用財産の価額 第 11 の 2 表１⑧ 

③債務及び葬式費用の金額 第 13 表３⑦ 

④純資産価額 ①＋②－③ 計算結果がマイナスの場合は 0 

⑤加算暦年贈与財産価額 第 14 表１④ 

⑥課税価格 ④＋⑤（1,000 円未満切捨て） 

算 

出 

税 

額 

遺産に係る基礎控除額 第 2 表 ○ロ 欄の人数と、○ハ 欄の額を表示します。 

⑦相続税の総額 第 2 表⑧ 

⑧按分割合 按分割合を表示します。 

※「編集」ボタンから変更できます。小数点以下 2 桁まで有効です。 

・手入力で計算した場合は背景がピンクになります。 

・自動計算に戻す場合は「クリア」を押してからそのまま「登録」を 

クリックすると白背景の自動計算に戻ります。 

⑨算出税額 算出税額を表示します。※「編集」ボタンから変更できます。 

⑩農地等納税猶予適用・算出

税額 

被相続人に農業相続人がいる場合は、⑧及び⑨欄の記入を行わず、この

欄に第 3 表の⑬欄の税額を表示します。 

⑪2 割加算の場合の金額 第 4 表⑥ 

各 

人 

の 

納 

付
・
還 

付 

税 

額 

の 

計 

算 

税
額
控
除 

⑫暦年贈与税控除額 第 4 表の 2㉕ 

⑬配偶者税額軽減額 第 5 表の ○ハ 又は ○ヘ  

⑭⑫⑬以外の税額控除額 第 8 の 8 表１⑤ 

⑮計 ⑫～⑭の合計 

⑯差引税額 ⑨＋⑪－⑮又は⑩＋⑪－⑮（赤字の時は 0） 

⑰精算時課税贈与税控除額 第 11 の 2 表１⑨ 

⑱医療法人持分税額控除額 第 8 の 4 表２Ｂ 

⑲小計 ⑯－⑰－⑱ （黒字の時は 100 円未満切捨て、赤字の時は 0） 

※⑯-⑰がマイナスの場合、⑱は計算に含まず、⑯-⑰のマイナス 

 金額を表示します。 

⑳納税猶予税額 第 8 の 8 表 2⑧ 

税 

額 

㉑納付すべき税額 ⑲－⑳の金額がプラスの場合に表示します。（100 円未満切捨て） 

※⑲-⑳が 0 以下、及び⑲がマイナスの場合は 0 を表示します。 

㉒還付される税額 ⑲がマイナスの場合に、⑲-「第 11 の 2 表 1 の⑩外国税額控除額」の 

金額を表示します。（計算結果がマイナスの場合は 0） 

 
 
第 8 の 8 表 税額控除額及び納税猶予税額の内訳書（印刷） 
１税額控除額 
①未成年者控除額 第６表１②、③又は⑥ 
②障害者控除額 第６表２②、③又は⑥ 
③相次相続控除額 第７表⑬又は⑱ 
④外国税額控除額 第８表１⑧ 
⑤合計 ①+②+③+④ 
２納税猶予税額 
①農地等納税猶予税額 第 8 表 2⑦ 

②株式等納税猶予税額 第 8 の 2 表 2Ａ 

③特例株式等納税猶予税額 「納税猶予税額入力」の第８表の２の２表分の金額 

④山林納税猶予税額 第 8 の 3 表 2⑧ 

⑤医療法人持分納税猶予税額 第 8 の 4 表 2Ａ 

⑥美術品納税猶予税額 「納税猶予税額入力」の第 8 の 5 表分の金額 

⑦事業用資産納税猶予税額 「納税猶予税額入力」の第 8 の 6 表分の金額 

⑧合計 ①+②+③+④+⑤+⑥+⑦ 
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第 2 表 相続税の総額の計算書 

 

 

第 2 表 相続税の総額の計算書 
①課税価格の合計額 
 

○イ …第 1 表⑥A 

○ホ …第 3 表⑥A 

②遺産に係る基礎控除額 ○ロ …「相続人情報の登録」で入力した「法定相続人の数」を表示します。 

○ハ …3,000 万円+(600 万円×○ロ ) 

③課税遺産総額 ○ニ …○イ －○ハ  

○ヘ …○ホ －○ハ を表示します。 

④法定相続人 「基本情報登録」で入力した法定相続人氏名、続柄を表示します。 

⑤法定相続分 「基本情報登録」で入力した法定相続分を表示します。 

⑥法定相続分に応ずる取得金

額 
○ニ ×⑤（1,000 円未満切捨て） 

⑦相続税総額の基となる税額 ⑥をもととして、税率テーブルの速算表により計算した税額を表示しま

す。 

⑧相続税の総額 ⑦の合計額（100 円未満切捨て） 

⑨法定相続分に応ずる取得金

額 
○ヘ ×⑤（1,000 円未満切捨て） 

⑩相続税総額の基となる税額 ⑨をもととして、税率テーブルの速算表により計算した税額を表示しま

す。 

⑪相続税の総額 ⑩の合計額（100 円未満切捨て） 
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第 3 表 農業相続人がいる場合の各人の算出税額の計算書 
「相続人登録」で「農業相続人」該当者がいる場合に使用します。 
 

 

 

第 3 表 農業相続人がいる場合の各人の算出税額の計算書 

相続税の納税猶予の適用を受ける

農業相続人の氏名 
「相続人登録」で「農業相続人」該当を選択した相続人名を表示します。 

①農業相続人 農業相続人は第 12 表⑤ 

②その他の人 その他の人は第 1 表の①「取得財産の価額」＋②「相続時精算課税適用財産

の価額」 

③債務・葬式費用 第 1 表③ 

④純資産価額 ①－③ 又は ②－③（赤字の時は 0） 

⑤暦年課税分贈与財産 第 1 表⑤ 

⑥課税価格 ④＋⑤（1,000 円未満切捨て） 

⑦相続税の総額 第 2 表⑪ 

⑧按分割合 各人の⑥÷○A （○A は⑥の合計） 

※按分割合は「編集」ボタンから変更できます。小数点以下 2 桁まで有効。 

・手入力で計算した場合は背景がピンクになります。 

・自動計算に戻す場合は「クリア」をクリックしてから「登録」すると白背景

の自動計算に戻ります。 

⑨算出税額 ⑦×各人の⑧ 

⑩相続税の総額の差額 第 1 表の⑦－この表の⑦ ※計算内容は「計算式を表示」ボタンをクリック 

することで確認できます。 

⑪農業投資価格超過額 第 12 表③ 

⑫各人への按分額 ⑩×各人の⑪÷○B  

⑬各人の算出税額 ⑨＋⑫ 
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第 4 表・第４表の付表 相続税額の加算金額の計算書 

 

 

第４表 相続税額の加算金額の計算書 

（「相続人登録」で 2 割加算「該当」に設定した場合に使用） 

加算対象者の氏名 「相続人登録」で「2 割加算」該当を選択した相続人氏名を表示します。 

①各人の税額控除前の相続税額 第 1 表の算出税額⑨又は第 1 表の算出税額⑩ 

②～④は相続時精算課税適用財産を取得した相続人で、相続の開始までに被相続人との続柄に変更があった場合

に入力※相続時精算課税適用者でない人は必要ありません。 

続
柄
変
更
が
あ
っ
た
場
合 

②一親等の血族の期間内

に取得した財産の価額 

被相続人の一親等の血族であった期間内（2 割加算の対象にならない期間）

に、被相続人から取得した相続時精算課税適用財産の価額を入力します。第 1

表②「相続時精算課税適用財産の価額」の範囲内で入力してください。 

③取得財産のうち相続税

の課税価格に算入された

財産の価額 

加算対象者の第 1 表①＋第 1 表②＋第 1 表⑤ 

（②が未入力の場合は空欄） 

④加算の対象とならない

相続税額 

①×②÷③ （円未満切り上げ） 

（②が未入力の場合は空欄） 

⑤管理残額がある場合の加算の

対象とならない相続税額 

第４表の付表 A 

⑥相続税額の加算金額 ①×0.2（円未満切捨て） 

上記④～⑤の金額がある場合は（①－④－⑤）×0.2 となります。 
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第４表の付表 １ 措置法第 70 条の２の２第 1２項第 1 号((直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の 

贈与税の非課税))に規定する管理残額がある場合 （Ｒ6.3.31 以前のみ） 

加算の対象となる人の氏名 加算の対象となる相続人の氏名を表示します。 

①各人の税額控除前の相続税額 第 1 表⑨又は第 1 表⑩ 

②被相続人から相続や遺贈により取得したものとみ

なされる管理残額のうち、加算の対象とならない部分

の金額 

管理残額を入力します。 

③被相続人から相続、遺贈や相続時精算課税に係る贈

与によって取得した財産で相続税の課税価格に算入

された財産の価額 

第 1 表①＋第 1 表② 

④債務及び葬式費用の金額 第 1 表③ 

⑤③－④ ③－④（赤字の時は０） 

⑥純資産価額に加算される暦年課税分の 

贈与財産価額 

第 1 表⑤ 

⑦加算の対象とならない相続税額 ① ×（②÷(⑤＋⑥）)（①を超える場合には①を上限） 

第４表の付表 ２ 措置法第 70 条の２の３第 1２項第２号((直系尊属から結婚・子育て資金の一括贈与を受けた

場合の贈与税の非課税))に規定する管理残額がある場合 

加算の対象となる人の氏名 加算の対象となる相続人の氏名を表示します。 

⑧各人の税額控除前の相続税額 第 1 表⑨又は第 1 表⑩ 

⑨被相続人から相続や遺贈により取得したものとみ

なされる管理残額のうち、加算の対象とならない部分

の金額 

管理残額を入力します。 

⑩被相続人から相続、遺贈や相続時精算課税に係る贈

与によって取得した財産で相続税の課税価格に算入

された財産の価額 

第 1 表①＋第 1 表② 

⑪債務及び葬式費用の金額 第 1 表③ 

⑫ ⑩－⑪ ⑩－⑪（赤字の時は０） 

⑬純資産価額に加算される暦年課税分の 

贈与財産価額 

第 1 表⑤ 

⑭加算の対象とならない相続税額 ⑧×（⑨÷(⑫＋⑬）)（⑧を超える場合には⑧を上限） 

A 加算の対象とならない相続税額の合計額 ⑦＋⑭ 
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第 4 表の２ 暦年課税分の贈与税額控除額の計算書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
第４表の２ 暦年課税分の贈与税額控除額の計算書 
被相続人 被相続人氏名を表示します。 
控除対象者の氏名 相続人氏名を表示します。 
相続開始の年の前年分 
贈与税の申告書提出先 税務署名を入力します。 
特例贈与財産  
①前年中の暦年課税贈与財産の合計額 前年中の暦年課税贈与財産の合計額を入力します。 
②①のうち被相続人からの贈与財産の合計額 ①の合計額のうち、被相続人からの贈与財産の合計額を入力します。 
③その年分の暦年贈与税額 その年分の暦年贈与税額を入力します。（②の額を上限） 
④控除贈与税額 ③×②÷① (円未満切捨て) 
一般贈与財産  
⑤前年中の暦年課税贈与財産の合計額 前年中の暦年課税贈与財産の合計額を入力します。 
⑥⑤のうち被相続人からの贈与財産の合計額 ⑤の合計額のうち、被相続人からの贈与財産の合計額を入力します。 
⑦その年分の暦年贈与税額 その年分の暦年贈与税額を入力します。（⑥の額を上限） 
⑧控除贈与税額 ⑦×⑥÷⑤ (円未満切捨て) 
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相続開始の年の前々年分 
贈与税の申告書提出先 税務署名を入力します。 
特例贈与財産  
⑨前々年中の暦年課税贈与財産の合計額 前々年中の暦年課税贈与財産の合計額を入力します。 
⑩⑨のうち被相続人からの贈与財産の合計額 ⑨の合計額のうち、被相続人からの贈与財産の合計額を入力します。 
⑪その年分の暦年贈与税額 その年分の暦年贈与税額を入力します。（⑩の額を上限） 
⑫控除贈与税額 ⑪×⑩÷⑨ （円未満切捨て） 
一般贈与財産  
⑬前々年中の暦年課税贈与財産の合計額 前々中の暦年課税贈与財産の合計額を入力します。 
⑭⑬のうち被相続人からの贈与財産の合計額 ⑬の合計額のうち、被相続人からの贈与財産の合計額を入力します。 
⑮その年分の暦年贈与税額 その年分の暦年贈与税額を入力します。（⑭の額を上限） 
⑯控除贈与税額 ⑮×⑭÷⑬ （(円未満切捨て) 
相続開始の年の前々々年分 
贈与税の申告書提出先 税務署名を入力します。 
特例贈与財産  
⑰前々々年中の暦年課税贈与財産の合計額 前々々年中の暦年課税贈与財産の合計額を入力します。 
⑱⑰のうち被相続人からの贈与財産の合計額 ⑰の合計額のうち、被相続人からの贈与財産の合計額を入力します。 
⑲その年分の暦年贈与税額 その年分の暦年贈与税額を入力します。（⑱の額を上限） 
⑳控除贈与税額 ⑲×⑱÷⑰ （(円未満切捨て) 
一般贈与財産  
㉑前々々年中の暦年課税贈与財産の合計額 前々々年の暦年課税贈与財産の合計額を入力します。 
㉒㉑のうち被相続人からの贈与財産の合計額 ㉑の合計額のうち、被相続人からの贈与財産の合計額を入力します。 
㉓その年分の暦年贈与税額 その年分の暦年贈与税額を入力します。（㉒の額を上限） 
㉔控除贈与税額 ㉓×㉒÷㉑ （円未満切捨て） 
㉕暦年課税分の贈与税額控除額計 ④+⑧+⑫+⑯+⑳+㉔ 
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第 5 表 配偶者の税額軽減額の計算書 
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第５表 配偶者の税額軽減額の計算書 

1 一般の場合    

○イ 課税価格の合計額のうち配偶者の法

定相続分相当額 

第 1 表 ○A ×配偶者の法定相続分（16,000 万円に満たない場合は

16,000 万円になります）  

計
算
す
る
場
合
の
課
税
価
格 

 

配
偶
者
の
税
額
軽
減
額
を 

①分割財産の価額 第 11 表配偶者の① 

②債務及び葬式費用の金額 第 1 表配偶者の③ 

③未分割財産の価額 第 11 表配偶者の② 

④（②－③）の金額 ②－③（マイナスのときは 0） 

⑤純資産価額に加算される暦年

課税分の贈与財産価額 

第 1 表配偶者⑤ 

⑥（①－④＋⑤）の金額 ①－④＋⑤（1,000 円未満切捨て） 

※⑤の金額より小さいときは⑤の金額 

⑦相続税の総額 第 1 表⑦ 

⑧○イ の金額と⑥の金額のいずれか少な

い金額 

○イ の金額と⑥の金額のいずれか少ない金額 

⑨課税価格の合計額 第 1 表 ○A  

⑩配偶者税額軽減の基となる金額 ⑦×⑧÷⑨ (円未満切捨て) 

○ロ 配偶者の税額軽減の限度額 （第 1 表配偶者の⑨又は⑩）－（第 1 表配偶者の⑫） 

○ハ 配偶者の税額軽減額 ⑩の金額と ○ロ の金額のいずれか少ない金額 

2 配偶者以外の人が農業相続人である場合 

○ニ 課税価格の合計額のうち配偶者の法

定相続分相当額 

第 3 表 ○A ×配偶者の法定相続分（16,000 万円に満たない場合は

16,000 万円になります）  

計
算
す
る
場
合
の
課
税
価
格 

 

配
偶
者
の
税
額
軽
減
額
を 

⑪分割財産の価額 第 11 表配偶者の① 

⑫債務及び葬式費用の金額 第 1 表配偶者の③ 

⑬未分割財産の価額 第 11 表配偶者の② 

⑭(⑫－⑬)の金額 ⑫－⑬（マイナスのときは 0） 

⑮純資産価額に加算される暦年

課税分の贈与財産価額 

 

第 1 表配偶者の⑤ 

⑯（⑪－⑭＋⑮）の金額 ⑪－⑭＋⑮（1,000 円未満切捨て） 

※⑮の金額より小さいときは⑮の金額 

⑰相続税の総額 第 3 表⑦ 

⑱○二 の金額と⑯の金額のいずれか少な

い金額 

○ニ の金額と⑯の金額のいずれか少ない金額 

⑲課税価格の合計額 第 3 表 ○A  

⑳配偶者税額軽減の基となる金額 ⑰×⑱÷⑲ (円未満切捨て) 

○ホ 配偶者の税額軽減の限度額 （第 1 表配偶者の⑩）－（第 1 表配偶者の⑫） 

○ヘ 配偶者の税額軽減額 ⑳の金額と ○ホ の金額のいずれか少ない金額 
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第 6 表 未成年者控除額・障害者控除額の計算書 
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第６表 未成年者控除額・障害者控除額の計算書 

1 未成年者控除 

未成年者の氏名 「相続人登録」で年齢が 18 歳未満（相続開始日が令和 4 年 3 月 31 日以前は 

20 歳未満）かつ第 1 表⑥「課税価格」が０ではない相続人氏名を表示します。 

① 年齢 年齢を表示します。（１年未満切捨て） 

②未成年者控除額 10 万円×（18 歳（相続開始日が令和 4 年 3 月 31 日以前は 20 歳）－①歳） 

③未成年者の第 1 表の相続税

額 

未成年者の第 1 表（⑨＋⑪－⑫－⑬）又は（⑩＋⑪－⑫－⑬）の相続税額 

④控除しきれない金額 ②－③ 

○A  ④の合計 

扶養義務者の氏名 ○A を扶養義務者の税額から控除する場合は、相続人の中から扶養義務者を選択し

ます。 

⑤扶養義務者第 1 表相続税額 扶養義務者の第 1 表（⑨＋⑪－⑫－⑬）又は（⑩＋⑪－⑫－⑬）の相続税額 

⑥未成年者控除額 未成年者控除額を手入力してください。 

2 障害者控除 

一 般 障 害 者 

障害者の氏名 一般障害者の氏名を表示します。 

①年齢 年齢を表示します。（１年未満切捨て） 

②障害者控除額 10 万円×（85 歳－①歳） 

③障害者第 1 表の相続税額 一般障害者の第 1 表（⑨＋⑪－⑫－⑬）－第８の８表 1① 

又は 第１表（⑩＋⑪－⑫－⑬）－第 8 の 8 表１① の相続税額 

④控除しきれない金額 ②－③ 

扶養義務者の氏名 ○A を扶養義務者の税額から控除する場合は、相続人の中から扶養義務者を選択し

ます。 

⑤扶養義務者第 1 表相続税額 扶養義務者の第 1 表（⑨＋⑪－⑫－⑬）－第８の８表 1① 

又は 第１表（⑩＋⑪－⑫－⑬）－第８の８表 1① の相続税額 

⑥障害者控除額 障害者控除額を手入力してください。 

特 別 障 害 者 

特別障害者の氏名 特別障害者の氏名を表示します。 

①年齢 年齢を表示します。（１年未満切捨て） 

②特別障害者控除額 20 万円×（85 歳－①歳） 

③特別障害者第 1 表の相続税

額 

特別障害者の第 1 表（⑨＋⑪－⑫－⑬）－第８の８表 1① 

又は 第１表（⑩＋⑪－⑫－⑬）－第８の８表 1① の相続税額 

④控除しきれない金額 ②－③ 

扶養義務者の氏名 ○A を扶養義務者の税額から控除する場合は、相続人の中から扶養義務者を選択し

ます。 

⑤扶養義務者第 1 表相続税額 扶養義務者の第 1 表（⑨＋⑪－⑫－⑬）－第８の８表 1① 

又は 第１表（⑩＋⑪－⑫－⑬）－第８の８表 1① の相続税額 

⑥障害者控除額 障害者控除額を手入力してください。 

○A  一般障害者 ○A と特別障害者 ○A の合計 
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第 7 表 相次相続控除額の計算書 
3 回分の計算書を作成できます。

 
 

第７表 相次相続控除額の計算書 

1 相次相続控除額の総額の計算 

前の相続に係る被相続人の氏名 前の相続に係る被相続人の氏名を入力します。 

前の相続に係る被相続人と今回の相続に係る

被相続人との続柄 

前の相続に係る被相続人と被相続人との続柄を入力します。 

前の相続に係る相続税の申告書の提出先 税務署名を入力します。 

①前の相続の年月日 和暦で入力します。 

②今回の相続の年月日 「データ情報」で登録した相続開始年月日を和暦で表示します。 

③前の相続から今回の相続までの期間 今回の相続の年月日－前の相続の年月日を自動計算 

（１年未満切捨て） 

④10 年－③の年数 10 年－③の年数を自動計算 

⑤被相続人が前の相続の時に取得した純資産

価額 

被相続人が前の相続時に取得した純資産価額を入力します。 

⑥前の相続の際の被相続人の相続税額 前の相続時の被相続人の相続税額を入力します。 

⑦前の相続における取得した純資産価額から

相続税額を控除した金額 

⑤－⑥ 

⑧今回の相続等によって財産を取得した全て

の人の純資産価額の合計額 

第 1 表④の合計金額 

○A 相次相続控除額の総額 ⑥の相続税額×（⑧÷⑦(※１を超える場合は１)） 

×（④÷10 年）(円未満切り捨て) 

※手入力で変更も出来ます。 
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2 各相続人の相次相続控除額の計算 

（1）一般の場合 

今回の相続の被相続人から財産を取得した相

続人の氏名 

該当する相続人にチェックをつけて選択します。 

⑨相次相続控除額の総額 「1 相次相続控除額の総額の計算」の ○A  

⑩各相続人の純資産価額 第 1 表の各人の④ 

⑪相続人以外の人も含めた純資産価額の合計

額 ○B  

第 1 表④の各人の合計額 

⑫各人の⑩／○B の割合 各人の⑩÷○B  

⑬各人の相次相続控除額 ⑨×各人の⑫ 

（２）相続人のうちに農業相続人がいる場合 

今回の相続の被相続人から財産を取得した相

続人の氏名 

該当する相続人にチェックをつけて選択します。 

⑭相次相続控除額の総額 「1 相次相続控除額の総額の計算」の ○A  

⑮各相続人の純資産価額 第 3 表の各人の④ 

⑯相続人以外の人も含めた純資産価額の合計

額 ○C  

第 3 表④の各人の合計額 

⑰各人の⑮／○C の割合 各人の⑮÷○C  

⑱各人の相次相続控除額 ⑭×各人の⑰ 
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第 8 表 外国税額控除額・農地等納税猶予税額の計算書 

「追加」（入力済データは「編集」）ボタンをクリックして外国税額控除入力画面を開き、データを入力します。 
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第８表 外国税額控除額・農地等納税猶予税額の計算書 

1 外国税額控除 

外国で相続税に相当する税を課せら

れた人の氏名 

相続人氏名から選択します。 

国名 国名を入力します。（全角 16 字） 

税の名称 税の名称を入力します。（全角 16 字） 

①納期限 納期限を和暦で入力します。 

②税額 税額を入力します。 

単位 単位を入力します。 

③邦貨換算率 ①の日付時点での邦貨換算率を入力します。（整数 9 桁、小数 2 桁） 

④邦貨換算税額 ②×③ 

⑤在外純財産の価額 在外財産の価額から、その財産についての債務の金額を控除した価額を入

力します（11 桁） 

⑥⑤の金額／取得財産価額 ⑤の金額÷取得財産価額（※1） 

※1 取得財産価額 第 1 表④＋第 14 表 1③（贈与年月日が相続開始日の年と同年分の合計） 

⑦相次相続税控除後の税額×⑥ 相次相続税控除後の税額（※2）×⑥ 

※2 相次相続税控除後の税額 第 1 表（(⑨又は⑩)＋⑪－⑫－⑬）－第 8 の８表 1（①＋②＋③） 

⑧控除額 ④と⑦のうちいずれか少ない方を表示します。 

 

 

2 農地等納税猶予税額 

農業相続人の氏名 「相続人登録」で「農業相続人」該当を選択した相続人名を表示します。 

①納税猶予の元となる税額 第 3 表の各農業相続人の⑫ 

②相続税額の2割加算が行

われる場合の加算金額 

第 4 表⑥×（①÷第 3 表の各農業相続人の⑬） 

③税額控除額の計 第 1 表の各農業相続人の⑮＋⑰ 

④第3表⑨の各農業相続人

の算出税額 

第 3 表⑨ 

⑤相続税額の2割加算が行

われる場合の加算金額 

第 4 表⑥×（④÷第 3 表の各農業相続人の⑬） 

⑥（③－（④＋⑤））の金

額 

（③－（④＋⑤））（赤字の時は 0） 

⑦農地等納税猶予税額 ①＋②－⑥（100 円未満切捨て）（赤字の時は 0） 
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第 8 の２表の付表１・付表 2・付表 3・付表４ 

まず認定承継会社登録を行い、次に付表の作成をします。 

「経営承継相続人等」を一覧から選択して、「追加」ボタンをクリックすると「認定承継会社登録」画面を表示します。 

※経営承継相続人をすでに登録している場合は「編集」ボタンをクリックします。 

入力が終わったら「登録」ボタンをクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定承継会社登録 
被相続人 被相続人の氏名を表示します。 
経営承継相続人等 経営承継相続人等の氏名を表示します。 
会社名 会社名を入力します。 
整理番号 整理番号を入力します。 
所轄税務署名 所轄税務署名を入力します。 
事業種目 事業種目を入力します。 
資本金 資本金を入力します。 
資本準備金 資本準備金を入力します。 
従業員数 従業員数を入力します。 
付表区分 付表１、付表２、付表３から選択します。 

 

 

「認定承継会社登録」が終わったら「付表区分」で選択した付表を入力できます。 

左上の「付表１」「付表２」「付表３」ボタンをクリックして入力画面を開きます。 

「付表４」は経営承継人より画面を開きます。 
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第８の２表の付表１ 

被相続人 被相続人の氏名を表示します。 

経営承継相続人等 経営承継相続人等の氏名を表示します。 

1 対象非上場株式等に係る会社 

①会社名  

 

 

認定承継会社登録より表示します。 

②整理番号 

②所轄税務署名 

③事業種目 

④資本金 

⑤資本準備金 

⑥従業員数 

⑦相続開始から５か月後における経営承継相

続人等の役職名 

役職名を入力します。 

⑧認定年月日 経済産業大臣の認定年月日を入力します。 

⑧認定番号 経済産業大臣の認定番号を入力します。 

⑨外国会社等の株式等の有無 有無を選択します。 印刷時選択した方を丸で囲みます。 

2 対象非上場株式等の明細 

①相続開始時における発行済株式等の総数等 株式等の総数等を入力し、単位を選択します。 

②相続･遺贈取得した株式等の総数 取得した株式等の数等を入力します。 

③②のうち制度の適用を受ける株式等の総数 ②と 3④を比べて少ない方を転記します。 

④1 株当たりの価額 １株（口・円）当たりの価額を入力します。 

⑤価額 ③×④ 

3 納税猶予及び免除の適用を受ける株式等の数等の限度数(限度額)の計算 

①発行済株式等の総数等の３分の２に相当す

る数等 

2①×２÷３ （1 株（口・円）未満切上げ） 

②相続開始前から保有する数等 相続開始前から保有する数等を入力します。 

③①－②の数等 ①－② （赤字の場合は０） 

④③と２②の数等のうちいずれか少ない方 ③と２②の数等のうちいずれか少ない方を表示します。 

４ 最初の非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除等の適用に関する事項 

①取得の原因 贈与又は相続等を選択します。印刷時選択した方を丸で囲みます。 

②取得年月日 取得年月日を入力します。 

③申告した税務署名 申告した税務署名を入力します。（漢字８文字） 

④贈与者又は被相続人の氏名 氏名を入力します。（漢字 20 文字） 

5 会社が現物出資又は贈与により取得した資産の明細書 

取得年月日 取得年月日を入力します。 

種類 種類を入力します。（漢字６文字） 

細目・利用区分 細目・利用区分を入力します。（漢字６文字） 

所在場所等 所在場所等を入力します。（漢字 12 文字） 

数量（単位） 数量を入力・単位を選択します。 

①価額 価額を入力します。 

出資者・贈与者の氏名・名称 氏名・名称を入力します。（漢字 12 文字） 

②現物出資又は贈与により取得した資産の価

額の合計額 

①の合計額 

③会社の全ての資産の価額の合計額 全資産価額の合計額を入力します。 

④現物出資等資産の保有割合 ②÷③×100（小数点第 2 位未満切捨て） 

上記明細の内容に相違ありません。 

年月日 年月日を入力します。 

所在地 所在地を入力します。（漢字 24 文字） 

会社名 会社名を入力します。（漢字 24 文字） 

代表者氏名 代表者氏名を入力します。（漢字 24 文字） 
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第８の２表の付表２ 

被相続人 被相続人の氏名を表示します。 

経営承継相続人等 経営承継相続人等の氏名を表示します。 

１ 対称非上場株式等に係る会社 

①会社名  

 

 

認定承継会社登録より転記します。 

 

②整理番号 

②所轄税務署名 

③事業種目 

④資本金 

⑤資本準備金 

⑥従業員数 

⑦相続開始から５か月後における経営承継

相続人等の役職名 

役職名を入力します。 

⑧経営承継相続人等が役員等であった期間 期間を入力します。 

⑨認定年月日 経済産業大臣の認定年月日を入力します。 

⑨認定番号 経済産業大臣の認定番号を入力します。 

⑩外国会社等の株式等の有無 有無を選択します。印刷時選択した方を丸で囲みます。 

２ 対象非上場株式等の明細 

（1）相続開始時における発行済株式等の総

数等 

株式等の総数等を入力し、単位を選択します。 

（2）対象非上場株式等の明細 

受贈年月日 受贈年月日を入力します。 

 ①被相続人から相続又は遺贈により取得 

した株式等数等 

a 株式数を入力します。 

 ②被相続人から贈与により取得した株式 

等の数等 

株式数を入力します。 

③①又は②のうち制度の適用を受ける 

株式等の数等 

3 納税猶予：①＞②の場合は 3③イ＋ロの金額を上限に計算 

b の株式数を計算 

3 納税猶予：①≦②の場合は（3①－②）＋d 合計を上限に計算 

b の株式数を計算 

c の株式数を計算 

 ④1 株当たりの価額 1 株（口・円）当たりの価額を入力 

 ⑤価額 ③×④ 

 合計 各縦の合計 

３ 納税猶予及び免除の適用を受ける株式等の数等の限度数（限度額）の計算 

①発行済株式等の総数等の３分の２に相当

する数等 

2①×２÷３（1 株（口・円）未満切上げ） 

②相続開始前から保有する数等 相続開始前から保有する数等を入力します。 

③限度となる数等 

イ b の合計限度数  

 ①≦②の場合 ①－②＋2 d （赤字の場合は０） 

  

①＞②の場合 

（d）の数等：2 d  

①－②の数等：①－② 

４ 最初の非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除等の適用に関する事項 

①贈与の原因 贈与又は相続等を選択します。印刷時選択した方を丸で囲みます。 

②取得年月日 取得年月日を入力します。 

③申告した税務署名 申告した税務署名を入力します。（漢字 8 文字） 

④贈与者又は被相続人の氏名 氏名を入力します。（漢字 20 文字） 
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５ 会社が現物出資又は贈与により取得した資産の明細書 

取得年月日 年月日を入力します。 

種類 種類を入力します。（漢字６文字） 

細目・利用区分 細目・利用区分を入力します。（漢字６文字） 

所在場所等 所在場所等を入力します。（漢字 12 文字） 

数量（単位） 数量を入力・単位を選択します。 

①価額 価額を入力します。 

出資者・贈与者の氏名・名称 氏名・名称を入力します。（漢字 12 文字） 

②現物出資又は贈与により取得した資産の価

額の合計額 

①価額の合計額 

③会社の全ての資産の価額の合計額（②の金

額を含む） 

全資産の価額の合計額を入力します。 

④現物出資等資産の保有割合 

 

②÷③×100（小数点第 2 位未満切捨て） 

上記明細の内容に相違ありません。 

年月日 年月日を入力します。 

所在地 所在地を入力します。（漢字 24 文字） 

会社名 会社名を入力します。（漢字 24 文字） 

代表者氏名 代表者氏名を入力します。（漢字 24 文字） 

６ 租税特別措置法施行令等の一部を改正する政令 附則第 43 条第 1 項第 3 号の同意 

同意すべき人の氏名 氏名を入力します。（漢字 8 文字） 
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第８の２表の付表３ 

被相続人 被相続人の氏名を表示します。 

経営承継相続人等 経営承継相続人等の氏名を表示します。 

１ 対象相続非上場株式等に係る会社 

①会社名  

 

 

認定承継会社登録より転記します。 

②整理番号 

②所轄税務署名 

③事業種目 

④資本金 

⑤資本準備金 

⑥従業員数 

⑦相続開始から５か月後における経

営承継相続人等の役職名 

役職名を入力します。 

⑧認定年月日 経済産業大臣の認定年月日を入力します。 

⑧認定番号 経済産業大臣の認定番号を入力します。 

⑨外国会社等の株式等の有無 有無を選択します。印刷時選択した方を丸で囲みます。 

２ 対象相続非上場株式等の明細 

受贈年月日 受贈年月日を入力します。 

①相続開始時の発行済株式等総数等 株式等の総数等を入力し、単位を選択します。 

②贈与により取得した株式等の数 取得した株式数等の数等を入力します。 

③②のうち制度の適用を受ける株式

等の数等 

②と 3④を比べて少ない方を転記します。 

④１株当たりの価額 １株（口・円）当たりの価額を入力します。 

⑤価額 ③×④ 

３ 納税猶予及び免除の適用を受ける株式等の数等の限度数（限度額）の計算 

①発行済株式等の総数等の３分の２

に相当する数等 

2①×2÷3 （1 株（口・円）未満切上げ） 

②２②欄に係る贈与の直前に保有し

ていた数等 

２②に係る贈与の直前に保有していた数等を入力します。 

③①－②の数等 ①－②（赤字の場合は 0） 

④③と２②の数等のうちいずれか少

ない方 

③と２②の数のうちいずれか少ない方を表示します。 

4 最初の非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除等の適用に関する事項 

①取得の原因 贈与又は相続等を選択します。印刷時選択した方を丸で囲みます。 

②取得年月日 取得年月日を入力します。 

③申告した税務署名 申告した税務署名を入力します。（漢字 8 文字） 

④贈与者又は被相続人の氏名 贈与又は被相続人の氏名を入力します。（漢字 20 文字） 
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第８の２表の付表４ 

被相続人 被相続人の氏名を表示します。 

経営承継人 経営承継人の氏名を表示します。 

会社の名称 認定承継会社登録より転記します。 

１ 規定の適用を受ける旨の確認 

○措置法 該当措置法を選択します。印刷時チェックが付きます。 

２ 災害等により被害を受けた会社の被害の態様 

（１）災害によって被害を受けた事業用資産が総資産の 30%以上である場合 

①災害が発生した年月日 年月日を入力します。 

②災害が発生した日の属する事業年度直前 

 事業年度終了時の総資産価額 

金額を入力します。 

③災害により滅失をした資産の価額の合計額 金額を入力します。 

④（③÷②×100） ③÷②×100 （小数点以下切捨て）  

（２）災害によって被害を受けた事業所で雇用されていた常時使用従業員の数が常時使用従業員の総数の 20％ 

以上である場合 

①災害が発生した年月日 年月日を入力します。 

②災害が発生した日の前日における常時使用 

従業員の総数 

人数を入力します。 

③災害により滅失又は損壊をした事業所にお 

ける、発生前日の常時使用従業員の数 

人数を入力します。 

④（③÷②×100） ③÷②×100 （小数点以下切捨て）  

（３）中小企業信用保険法第 2 条第 5 項第 3 号又は第 4 号のいずれかの事由に該当し、特定日以後 6 か月間の 

売上金額が前年同期間の売上金額の 70％以下である場合 

①中小企業信用保険法第 2 条第 5 項の該当事 

由（3 号・4 号）及び特定日 

３号該当又は４号該当を選択します。印刷時チェックが付きま

す。特定日の年月日を入力します。 

②特定日の１年前の日から同日以後 6 か月を 

経過する日までの間における売上金額 

金額を入力します。 

③特定日から特定日以後６か月を経過する日 

までの間における売上金額 

金額を入力します。 

④（③÷②×100） [3]÷[2]×100 （小数点以下切捨て） 
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第 8 の２表 

「経営承継人」を一覧から選択して、「追加」ボタンをクリックすると第 8 の 2 表を表示します。 

※経営承継人をすでに登録している場合は「編集」ボタンをクリックします。 
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第８の２表 

被相続人 被相続人の氏名を表示します。 

経営承継人 経営承継人の氏名を表示します。 

１ 株式等納税猶予税額の基となる相続税の総額の計算 

（１）「特定価額に基づく課税遺産総額」等の計算 

①経営承継人の第 8 の 2 表の付表 1・付表 2・付表

3 のＡ欄の合計額 

この計算書の経営承継人の第８表の 2 表の付表１・付表

２・付表３のＡ欄の合計額を表示します。 

②経営承継人に係る債務及び葬式費用の金額 経営承継人の第１表③ 

③経営承継人が相続又は遺贈により取得した財産の

価額 

経営承継人の第１表①＋②、又は第３表の① 

④控除未済債務額 ①＋②－③ （赤字の場合は０） 

⑤特定価額 ①－④ （1,000 円未満切捨て）（赤字の場合は０） 

⑥特定価額の 20％に相当する金額 ⑤×20％ （1,000 円未満切捨て） 

⑦この計算書の経営承継人以外の相続人等の課税価

格の合計額 

経営承継人以外の第１表⑥、又は第３表⑥の合計 

⑧基礎控除額 第２表 ○ハ  

⑨特定価額に基づく課税遺産総額 ⑤＋⑦－⑧ 

⑩特定価額の 20％に相当する金額に基づく課税遺

産総額 

⑥＋⑦－⑧ 

（２）「特定価額に基づく相続税の総額」等の計算 

⑪法定相続人の氏名 法定相続人の氏名を表示します。 

⑫法定相続分 法定相続分を表示します。 

特定価額基づく相続税の総額の計算 

⑬法定相続分に応ずる取得金額 ⑨×⑫ 

⑭相続税総額の基礎となる税額 （第２表の速算表で計算）相続税総額の基礎となる税額を

表示します。 

特定価額の 20%に相当する金額に基づく相続税の総額の計算 

⑮法定相続分に応ずる取得金額 ⑩×⑫ 

⑯相続税総額の基礎となる税額 （第２表の速算表で計算）相続税総額の基礎となる税額を

表示します。 

⑰相続税の総額 ⑭の合計額 

⑱相続税の総額 ⑯の合計額 

２ 株式等納税猶予税額の計算 

①経営承継人の第１表の（⑮＋⑰－⑫）の金額 経営承継人の第１表⑮＋⑰－⑫ 

②特定価額に基づく経営承継人の算出税額 １の⑰×１の⑤÷１の（⑤＋⑦） 

③特定価額に基づき相続税額の２割加算が行われる

場合の加算金額 

②×20％ 

a（②＋③－経営承継人の第１表の⑫）の金額 ②＋③－（経営承継人の第１表⑫）（赤字の場合は０） 

④特定価額の 20％に相当する金額に基づく経営承

継人の算出税額 

１の⑱×１の⑥÷１の（⑥＋⑦） 

⑤特定価額の 20％に相当する金額に基づき相続税

額の２割加算が行われる場合の加算金額 

④×20％ 

b（④＋⑤－経営承継人の第１表の⑫）の金額 ④＋⑤－（経営承継人の第１表⑫）（赤字の場合は０） 

c 経営承継人の第１表の⑥欄に基づく算出税額 第１表（⑨又は⑩）＋⑪－⑫          （赤字の場合は０） 

⑥（①＋a－b－c）の金額 ①＋a－b－c （赤字の場合は０） 

⑦（a－b－⑥）の金額 a－b－⑥  （赤字の場合は０） 

⑧対象非上場株式等又は対象相続非上場株式等に係る会社が 2 社以上ある場合の会社ごとの株式等納税猶予税額 

 会社名 付表で登録した会社名を表示します。 

 株式等納税猶予税額 ⑦×株式等に係る価額÷1 の① （100 円未満切捨て） 

⑨株式等納税猶予税額Ａ ⑦（100 円未満切捨て）、又は⑧の合計 
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第 8 の３表の付表、第 8 の３表 
「林業経営相続人」を一覧から選択し、第８の３表の付表(明細)に入力して「登録」ボタンをクリックします。 
付表の入力後、第８の３表を開いて入力します。 

 
 
第８の３表の付表 

被相続人 被相続人の氏名を表示します。 

林業経営相続人 選択した林業経営相続人の氏名を表示します。 

１林業経営相続人に関する事項 

①特例施業対象山林を相続又は遺

贈により取得した日（相続開始年

月日） 

相続開始年月日を表示します。 

②相続の開始があったことを知っ

た日（通常は①と同じ日になりま

す） 

相続開始年月日を表示します。 

（相続開始年月日と違う場合は、こちらで上書き入力ができます） 

③相続の開始の日から林業経営相

続人に係る平均余命（１年未満切

捨て）を経過する日までの期間 

相続の開始の日から林業経営相続人に係る平均余命を経過するまでの期間

を入力します。 

④「③の期間」と「30 年」のうち 

いずれか短い期間 

③の平均余命と 30 年のうち、短い期間を表示します。 
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２ 特例施業対象山林・特例山林の明細 

所在場所 山林の所在場所を入力します。 

路網整備を行わない山林等 路網整備を行わない山林または市街化区域内の山林に該当する場合は「×」を選択 

土地 ⑤面積 面積の単位を選択し、面積を入力します。 

評価額 評価額を入力します。 

⑥特例山林以外の土地の価額 特例山林以外の評価額を表示します。 

⑦特例山林の土地の価額 特例山林の評価額を表示します。 

立木 ⑧面積 面積の単位を選択し、面積を入力します。 

評価額 評価額を入力します。 

⑨樹種 樹種を選択します。 

⑩①の日から標準伐期齢等に達す

る日までの期間 

相続開始の日から標準伐期齢等に達する日ま

での期間を入力します。 

⑪④＜⑩の判定 否・適を自動判定 

⑫特例山林以外の立木の価額 特例山林以外の立木の価値を表示します。 

⑬特例山林の立木の価額 特例山林の立木の価値を表示します。 

⑥特例山林以外の合計額 特例山林以外の土地の評価額の合計 

⑦特例山林の合計額Ａ 特例山林の評価額の土地の合計 

⑫特例山林以外の合計額 特例山林以外の立木の評価額の合計 

⑬特例山林の合計額Ｂ 特例山林の立木の評価額の合計 

特例山林の価額の合計額 

Ａ＋Ｂ 

特例山林の価額の合計額Ａ＋Ｂ 

（この金額を第８の３表の１（１）①に転記します。） 

３ 特例施業対象山林の経営に関する事項 

経営報告基準日の属する年分の山

林所得に係る収入金額 

山林所得に係る収入金額を入力します。 
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第８の３表 

被相続人 被相続人の氏名を表示します。 

林業経営相続人 林業経営相続人の氏名を表示します。 

１山林納税猶予税額の基となる相続税の総額の計算 

（１）「特定価額に基づく課税遺産総額」等の計算 

①林業経営相続人の第８の３表の付表

（Ａ+Ｂ）欄の金額 

林業経営相続人の第８の３表の付表（Ａ+Ｂ） 

②林業経営相続人に係る債務及び葬式

費用の金額 

林業経営相続人の第 1 表③ 

③林業経営相続人が相続又は遺贈によ

り取得した財産の価額 

林業経営相続人の第１表①＋②、又は第３表① 

④控除未済債務額 ①＋②－③ （赤字の場合は 0） 

⑤特定価額 ①－④ （1,000 円未満切捨て）（赤字の場合は０） 

⑥特定価額の 20％に相当する金額 ⑤×20％ （1,000 円未満切捨て） 

⑦林業経営相続人以外の相続人等の課

税価格の合計額 

林業経営相続人以外の第 1 表⑥、又は第 3 表⑥の合計 

⑧基礎控除額 第 2 表 ○ハ  

⑨特定価額に基づく課税遺産総額 ⑤＋⑦－⑧の金額を表示 

⑩特定価額の 20％に相当する金額に

基づく課税遺産総額 

⑥＋⑦－⑧の金額を表示 

（２）「特定価額に基づく相続税の総額」等の計算 

⑪法定相続人の氏名 法定相続人の氏名を表示 

⑫定相続分 法定相続分を表示 

特定価額に基づく相続税の総額の計算 

⑬法定相続分に応ずる取得金額 ⑨×⑫ 

⑭相続税総額の基礎となる税額 （第２表の速算表で計算）相続税総額の基礎となる税額を表示します。 

⑰相続税の総額 ⑭の合計額 

特定価額の 20%に相当する金額に基づく相続税の総額の計算 

⑮法定相続分に応ずる取得金額 ⑩×⑫ 

⑯相続税総額の基礎となる税額 （第２表の速算表で計算）相続税総額の基礎となる税額を表示します。 

⑱相続税の総額 ⑯の合計額 

２山林納税猶予税額の計算 

①林業経営相続人の第 1 表の 

（⑮＋⑰－⑫）の金額 

林業経営相続人の第 1 表⑮＋⑰－⑫ 

②特定価額に基づく林業経営相続人の

算出税額 

１の⑰×１の⑤÷１の（⑤＋⑦） 

③特定価額に基づき相続税額の２割加

算が行われる場合の加算金額 

②×20％ 

ａ（②＋③－林業経営相続人の第 1 表

の⑫）の金額 

②＋③－（林業経営相続人の第 1 表⑫）（赤字の場合は０） 

④特定価額の 20％に相当する金額に

基づく林業経営相続人の算出税額 

①の⑱×１の⑥÷１の（⑥＋⑦） 

⑤特定価額の 20％に相当する金額に

基づき相続税額の２割加算が行われる

場合の加算金額 

④×20％ 

ｂ（④＋⑤－林業経営相続人の第 1 表

の⑫）の金額 

④＋⑤－（林業経営相続人の第 1 表⑫）（赤字の場合は０） 

⑥林業経営相続人の第 1 表⑥欄に基づ

く算出税額 

林業経営相続人の第 1 表⑨又は⑩＋⑪－⑫ （赤字の場合は０） 

⑦（①＋ａ－ｂ－⑥）の金額 ①＋ａ－ｂ－⑥ （赤字の場合は０） 

⑧山林納税猶予税額 ａ－ｂ－⑦   （赤字の場合は０） 
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第 8 の４表の付表 

まず認定医療法人の登録を行い、次に付表の作成をします。 

「相続人」を一覧から選択して、「追加」ボタンをクリックすると「認定医療法人の登録」画面を表示します。 

※認定医療法人をすでに登録している場合は「編集」ボタンをクリックします。 

入力が終わったら「登録」ボタンをクリックします。 

 

 
 

 
 

認定医療法人の登録 

被相続人 被相続人の氏名を表示します。 

相続人 選択した相続人の氏名を表示します。 

１ 特例非上場株式等に関わる会社 

医療法人名 会社名を入力します。 

整理番号 整理番号を入力します。 

所轄税務署 所轄税務署名を入力します。 

適用を受ける特例 適用を受ける特例を選択します。 

※特例を変更した場合は必ず付表を開いて登録し直してください。 

 

 

「認定医療法人の登録」が終わったら、左上の「付表」ボタンをクリックして入力画面を開きます。 
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第８の４表の付表 

被相続人 被相続人の氏名を表示します。 

医療法人持分相続人等 医療法人持分相続人等の氏名を表示します。 

医療法人の持分の明細 

１医療法人の持分に関する事項 

①医療法人の名称  

認定医療法人登録より転記します。 整理番号 

所轄税務署 

②厚生労働大臣の認定年月日 厚生労働大臣の認定年月日を入力します。 

③厚生労働大臣の認定を受けた認定移行計画に記

載された移行期限 

移行期限を入力します。 

④医療法人の持分の保有状況 クリックするとチェックを付けます。 

２医療法人の持分の明細 

相続又は遺贈により取得した持分の価額Ａ 相続又は遺贈により取得した持分の価額を入力します。 

基金拠出型医療法人へ基金を拠出した場合の医療法人持分税額控除額の計算明細 

１医療法人の持分に関する事項 

①「出資持分の放棄申請書」の医療法人への提出

年月日 

提出年月日を入力します。 

②医療法人の基金拠出型医療法人への定款変更移

行に係る都道府県知事の認可があった年月日 

都道府県知事の認可があった年月日を入力します。 

２ 基金拠出型医療法人へ移行をする医療法人の持分の明細 

①相続又は遺贈の直前の持分Ｂ 相続又は遺贈の直前の持分の価額を入力します。 

②基金拠出の直前の持分（拠出年月日） 拠出年月日を入力します。 

②基金拠出の直前の持分（持分の価額Ｃ） 基金拠出の直前の持分の価額を入力します。 

３医療法人持分税額控除額（放棄相当相続税額）の計算 

①医療法人持分納税猶予税額等Ｄ 第８の４表の２⑨又は⑧ 

②基金として拠出した額Ｅ 基金として拠出した額を入力します。 

③２の「②基金拠出の直前の持分」欄の持分の価

額のうち放棄をした部分に対応する部分の金額 

Ｃ－Ｅ 

④２の「②基金拠出の直前の持分」欄の持分の価

額のうち特例の適用に係る持分に相当する金額 

Ｃ×Ａ÷（Ａ＋Ｂ） 

⑤医療法人持分税額控除額Ｆ Ｄ×（③÷④） ※③＞④の場合はＤ 
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第 8 の４表 

「相続人」を一覧から選択して、「追加」ボタンをクリックすると第 8 の 4 表を表示します。 

※相続人をすでに登録している場合は「編集」ボタンをクリックします。 
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第８の４表 

被相続人 被相続人の氏名を表示します。 

医療法人持分相続人等 医療法人持分相続人等の氏名を表示します。 

１ 医療法人持分納税猶予税額又は医療法人持分税額控除額の基となる相続税の総額の計算 

（1）「特定価額に基づく課税遺産総額」等の計算 

①医療法人持分相続人等の医療法人の持

分の価額 

医療法人持分相続人等の第 8 の 4 表の付表のＡ 

②医療法人持分相続人等に係る債務及び

葬式費用の金額 

医療法人持分相続人等の第 1 表③ 

③医療法人持分相続人等が相続又は遺贈

により取得した財産の価額 

医療法人持分相続人等の第 1 表①＋②、又は第 3 表① 

④控除未済債務額 ①＋②－③ を表示 （赤字の場合は０） 

⑤特定価額 ①－④ （1,000 円未満切捨て）（赤字の場合は０） 

⑥医療法人持分相続人等以外の相続人等

の課税価格の合計額 

医療法人持分相続人等以外の相続人等の第 1 表⑥、又は第 3 表⑥の

合計 

⑦基礎控除額 第 2 表の ○ハ  

⑧特定価額に基づく課税遺産総額 ⑤＋⑥－⑦を表示 

（2）「特定価額に基づく相続税の総額」等の計算 

⑨法定相続人の氏名 法定相続人の氏名を表示します。 

⑩法定相続分 法定相続分を表示します。 

⑪法定相続分に応ずる取得金額 ⑧×⑩ 

⑫相続税総額の基礎となる税額 （第２表の速算表で計算）相続税総額の基礎となる税額表示します。 

⑬相続税の総額 ⑫の合計額 

２ 医療法人持分納税猶予税額又は医療法人持分税額控除額の計算 

①医療法人持分相続人等の第 1 表の 

（⑮＋⑰－⑫）の金額 

医療法人持分相続人等の第 1 表⑮＋⑰－⑫ 

②特定価額に基づく医療法人持分相続人

等の算出税額 

１の⑬×１の⑤÷１の（⑤＋⑥） 

③特定価額に基づき相続税額の２割加算

が行われる場合の加算金額 

②×20％ 

④（②＋③－医療法人持分相続人等の第

1 表の⑫）の金額 

②＋③－（医療法人持分相続人等の第 1 表⑫）（赤字の場合は０） 

⑤医療法人持分相続人等の第 1 表の⑥の

課税価格に基づく算出税額 

第 1 表（⑨又は⑩）＋⑪－⑫ （赤字の場合は０） 

⑥（①＋④－⑤）の金額 ①＋④－⑤ （赤字の場合は０） 

⑦（④－⑥）の金額 ④－⑥   （赤字の場合は０） 

⑧特例の適用に係る医療法人が２法人以上ある場合の医療法人ごとの医療法人持分納税猶予税額等 

医療法人名 付表で登録した医療法人名を表示します。 

医療法人持分納税猶予税額 ⑦×持分の価額÷1 の① （100 円未満切捨て） 

⑨医療法人持分納税猶予税額等 ⑦（100 円未満切捨て）、又は⑧の合計額 

⑩ 

イ納税猶予及び免除

の適用を受ける場合 

医療法人持分納

税猶予税額Ａ 

⑨ 

ロ税額控除の適用を受ける場合 

（イ）持分の全てを放

棄 

医療法人持分税

額控除額Ｂ 

⑨ 

（ロ）持分の一部を放

棄、残余部分を基金と

して拠出 

医療法人持分税

額控除額Ｂ 

第８の４表の付表のＦ 
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納税猶予税額入力（第８の２の２表・第８の５表・第８の６表） 
※第８の８表を作成するための必要項目を入力します。 

なお、第８の８表の印刷は第１表の上部にある 印刷（第 8 の 8 表） ボタンで行って下さい。 

※100 円未満切り捨てた金額を入力してください。 

 

 
 
 
※第１表の画面に、第８の８表の印刷ボタンがあります。 
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第 9 表 生命保険金などの明細書 

 

 

第９表 生命保険金などの明細書 

１ 相続や遺贈によって取得されたとみなされる保険金など 

保険会社等の所在地  

「財産と債務データ入力」の「その他の財産」のうち、 

「生命保険金」データの登録より表示します。 
保険会社等の名称 

受取年月日 

受取金額（円） 

受取人の氏名 

２ 課税される金額の計算（相続人の並び順を「登録順」または「金額順」に変更できます） 

○A 保険金の非課税限度額 500 万円×法定相続人の数 

保険金などを受け取った相続人の氏名 自動表示 

①受け取った保険金などの金額（円） 上記 1 の受け取り金額の合計 

②非課税金額（円） ○A ×（各人の①÷○B ） 

③課税金額（円） ①－② 

○B 合計 各項目の合計 
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第 10 表 退職手当金などの明細書 

 

 

第１０表 退職手当金などの明細書 

1 相続や遺贈によって取得されたとみなされる退職手当金など 

勤務先会社等の所在地  

「財産と債務データ入力」の「その他の財産」のうち、 

「退職手当金等」データの登録より表示します。 

勤務先会社等の名称 

受取年月日 

退職手当金などの名称 

受取金額（円） 

受取人の氏名 

2 課税される金額の計算（相続人の並び順を「登録順」または「金額順」に変更できます） 

○A 退職手当金などの非課税限度額 500 万円×法定相続人の数 

退職手当金などを受け取った相続人の

氏名 

自動表示 

①受け取った退職手当金などの金額

（円） 

上記 1 の受け取り金額の合計 

②非課税金額（円） ○A ×（各人の①÷○B ） 

③課税金額（円） ①－② 

○B 合計 各項目の合計 
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第 11 表 相続税がかかる財産の明細書 
 ※令和６年１月分以降、第１１表様式が変更となりましたが、従来様式での提出が可能であることから、 

令和６年においては従来様式のままとなっております。ご承知おきいただきますようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１１表 相続税がかかる財産の明細書 

区分 ｢編集｣ボタン

をクリックし

て入力します。 

遺産が全て分割されている場合は「全部分割」、一部なら「一部分割」、全て

未分割の場合は「全部未分割」から選択します。 

分割の日 遺産分割協議が行われ、遺産を分割した日を和暦で入力します。 

財産の明細 

種類  

 

「財産と債務データの入力」の登録データより表示します。 

 

※生命保険金、退職手当金、小規模宅地等の特例については各表より 

転記表示します。 

細目 

利用区分 

所在場所等 

数量 

評価額 

単価 

倍数 

価額 

分割が確定した財産 

取得した人の氏名 取得した人の氏名を表示します。 

取得財産の価額 取得財産の価額を表示します。 

合計表 

財産を取得した人の氏名 相続人氏名を表示します。 

①分割財産の価額 分割財産の合計額 

②未分割財産の価額 未分割財産の合計額 ※「編集」ボタンから変更できます。 

③各人の取得財産の価額 ①分割財産＋②未分割財産の合計額 
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第 11 の 2 表 相続時精算課税適用財産の明細書・相続時精算課税分の

贈与税額控除額の計算書 

相続時精算課税の適用を受けている財産がある場合に作成します。 

※令和６年１月分以降、第 11 の 2 表は「贈与を受けた人ごと」の様式に変わりましたが、入力画面は従来のまま贈与を受けた 

人を分けずに入力し、印刷において自動で贈与を受けた人ごとに印刷します。 

 

「追加」（入力済データは「編集」）ボタンをクリックして入力画面を開き、データを入力します。 

 

 

共通データを入力後、「登録」ボタンをクリックします。

 

明細リストの「追加」ボタンをクリックして明細データ入力します。 
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明細データを入力後、「保存終了」ボタンをクリックして保存します。 

 

 

各人の合計欄の「編集」ボタンをクリックします。 

 

 

 

 

年分と提出税務署を入力後、「登録」ボタンをクリック 

して保存します。 

 

 

第１１の２表 相続時精算課税適用財産の明細書・相続時精算課税分の贈与税額控除額の計算書 

1 相続税の課税価格に加算する相続時精算課税適用財産の課税価格及び納付すべき相続税額から控除すべき 

贈与税額の明細 

贈与を受けた人の氏名 贈与を受けた相続人の氏名を選択します。 

①贈与を受けた年分 贈与を受けた年を入力します。 

②贈与税の申告税務署 税務署名を入力します。 

③相続時精算課税に係る贈与を受け

た財産の価額の合計額 

「2 相続税精算課税適用財産（1 の③）の明細」の価額の合計額を表示

します。 

④③から控除する相続時精算課税に

係る基礎控除額 

基礎控除額を入力します。 

⑤相続時精算課税適用財産の価額 ③－④（赤字のときは 0） 

⑥③の財産に係る贈与税額 贈与税額を入力します。 

⑦⑥のうち贈与税額に係る外国税額

控除額 

「2 相続税精算課税適用財産（1 の③）の明細」欄に記入した財産につ

いて、贈与税の外国税額控除額の適用を受けている場合に入力します。 

 

各

人

の

合

計 

初めて贈与を受けた年分 初めて相続時精算課税に係る贈与を受けた年分を入力します。 

提出した税務署の名称 相続時精算課税選択届出書を提出した税務署の名称を入力します。 

⑧相続時精算課税適用財産の価

額の合計額 

⑤の合計額 

⑨贈与税額の合計額 ⑥の合計額 

⑩⑨のうち贈与税額に係る外国

税額控除額の合計額 

⑦の合計額 

2 相続時精算課税適用財産（1 の③）の明細  

贈与を受けた人の氏名 1 で選択した相続人氏名を表示します。 

①贈与年月日 贈与月日を入力します。  
 

適
用
財
産
の
明
細 

 

②
相
続
時
精
算
課
税 

種類 種類を入力します。 

細目 細目を選択します。 

利用区分、銘柄等 利用区分、銘柄等を入力します。 

所在場所等 所在場所等を入力します。 

数量 数量を入力します。 

単位 単位を選択します。 

価額 価額を入力します。 
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第 11・11 の 2 表の付表１ 小規模宅地等についての課税価格の計算明細書 
「小規模宅地等の特例」の入力手順については、P.25～30 を参照してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 11・11 の 2 表の付表１ 小規模宅地等についての課税価格の計算明細書 

１ 特例の適用にあたっての同意 被相続人登録内での選択により、全相続人、又は特例の対象となり

得る財産を取得した人全員の氏名を表示します。 

２ 小規模宅地等の明細 

宅地（追加分）と「付表 1 の別表 1」の 

再適用ボタン 

このボタンをクリックすると、追加した宅地と「付表 1 の別表 1」

を再適用します。 

小規模宅地等の種類 
種類を選択します。１…特定居住用宅地等、２…特定事業用宅地等、

３…特定同族会社事業用宅地等、４…貸付事業用宅地等 

事業内容 事業内容を入力します。 

小規模宅地等の番号 宅地等の番号に応じた種類を表示します。 

財産コード 財産コードを表示します。 

①特例の適用を受ける取得者の氏名 取得者の氏名を表示します。 

②所在地番 所在地番を表示します。 

③取得者の持分に応ずる宅地等の面積 面積を表示します。 

④取得者の持分に応ずる宅地等の価額 価額を表示します。 

⑤③のうち特例の対象として選択した宅地 

等の面積 

③の面積のうち、特例の対象として選択した面積を入力します。 

⑥④のうち小規模宅地等の価額 ④×⑤÷③ 

⑦課税価格の計算に当たって減額される金額 ⑥×⑨ 

⑧課税価格に算入する価額 ④－⑦ 

「小規模宅地等の明細の課税・減額計算」

及び「限度面積要件の判定計算」ボタン 

このボタンをクリックすると、｢小規模宅地等の明細の課税・減額計

算｣および「限度面積要件の判定計算」を実行します。 

「限度面積要件」の判定 
［「小規模宅地等の明細の課税・減額計算」及び「限度面積要件の

判定計算」ボタン］をクリックすると自動計算して表示します。 
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第 11・11 の 2 表の付表 1(別表 1)小規模宅地等の計算明細書(別表 1) 

「小規模宅地等の特例」の入力手順については、P.25～30 を参照してください。 
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第１１・１１の２表の付表１（別表１）小規模宅地等についての課税価格の計算明細書（別表 1） 

1 一の宅地等の所在地、面積及び評価額 

宅地等の所在地 宅地等の所在地を表示します。 

①宅地等の面積 宅地等の面積を表示します。 

 
 

 

宅
地
等
の
利
用
区
分 

相
続
開
始
の
直
前
に
お
け
る 

A①のうち被相続人等の事業の用に供されていた宅地等 

（B、C 及び D に該当するものを除きます） 

②面積を入力します。 

⑧評価額を表示します。 

B①のうち特定同族会社の事業（貸付事業を除きます）の用に供され

ていた宅地等 

③面積を入力します。 

⑨評価額を表示します。 

C①のうち被相続人の貸付事業の用に供されていた宅地等 

（相続開始の時において継続的に貸付事業の用に供されていると認

められる部分の敷地） 

④面積を入力します。 

⑩評価額を表示します。 

D①のうち被相続人等の貸付事業の用に供されていた宅地等 

（C に該当する部分以外の部分の敷地） 

⑤面積を入力します。 

⑪評価額を表示します。 

E①のうち被相続人等の居住の用に供されていた宅地等 ⑥面積を入力します。 

⑫評価額を表示します。 

F①のうち A から E の宅地等に該当しない宅地等 ⑦面積を入力します。 

⑬評価額を表示します。 

2 一の宅地等の取得者ごとの面積及び評価額 

宅地等の取得者氏名 宅地等の取得者氏名を表示します。 

⑭持分割合 共有分割割合を表示します。（共有分割財産でない場合は、1/1 と表示します） 

１
持
分
に
応
じ
た
宅
地
等 

面積 A～E ②～⑥の各面積×「持分割合」を表示します。 

面積 F 「1 一の宅地等の所在地、面積及び評価額」の「①宅地等の面積」－「1 持分に応じた

宅地等の A から E までの面積の合計」を表示します。 

取得分割している財産の場合は、「財産および債務データ」の「取得分割」画面の「面

積」－「1 持分に応じた宅地等の A から E までの面積の合計」を表示します。 

評価額 A～E ⑧～⑫の価額×「持分割合」を表示します。 

評価額 F 「1 一の宅地等の所在地、面積及び評価額」の「宅地等の評価額」－「1 持分に応じた

宅地等の A から E までの宅地等の A から E までの評価額の合計」を表示します。 

取得分割している財産の場合は、「財産および債務データ」の「取得分割」画面の「価

額」－「1 持分に応じた宅地等の A から E までの評価額の合計」を表示します。 

 

特
例
対
象
宅
地
等 

２
左
記
の
う
ち
選
択 

面積 ABCE 「1 持分に応じた宅地等」の各面積のうち、適用を受ける面積を入力します。 

（小数４桁まで有効） 

 

評価額 ABCE 面積に応じた評価額を自動表示します。 

 
 

な
ら
な
い
宅
地
等 

３
特
例
の
対
象
と 

面積 A～F （1 持分に応じた宅地等）－（2 左記のうち選択特例対象宅地等）の面積 

 

 

評価額 A～F （1 持分に応じた宅地等）－（2 左記のうち選択特例対象宅地等）の評価額 
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第 12 表 特例農地等の明細書 

「財産及び債務データ」で入力した「土地」のうち「特例農地区分該当」データを表示します。 

（「選択」ボタンで農業相続人の切り替えが出来ます） 

 

第１２表 特例農地等の明細書 

農業相続人 

農業相続人の氏名を表示します。 

※農業相続人が複数いる場合は、「選択」ボタンで農業相続人の 

切り替えができます。 

都市営農農地等の別  

 

 

「財産と債務データの入力」の「土地」のうち、 

「特例農地区分該当」の登録データより表示します。 

 

田、畑等の別 

地上権、永小作権等の別 

所在場所 

面積 

農業投資価格 1,000 ㎡単価（円） 

価額（円） 

通常価額 

 

合 

計 

面積 面積の合計 

○B 価額 価額の合計 

○A 通常価額 通常価額の合計 

①特例農地等の通常価額 ○A の金額 

②特例農地等農業投資価格による価額 ○B の金額 

③農業投資価格超過額 ①－② 

④通常価額により計算した取得財産価額 指定した農業相続人の第 11 表③＋第 11 の 2 表⑧ 

⑤農業投資価格により計算した取得財産 

価額 
④－③ 
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第 13 表 債務及び葬式費用の明細書 
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第１３表 債務及び葬式費用の明細書 

1 債務の明細 

種類  

 

 

 

「財産と債務データの入力」の「債務」の登録データより表示します。 

 

 

細目 

債権者の氏名又は名称 

債権者の住所又は所在地 

発生日 

弁済日 

金額 

負担者の氏名 

負担する金額 

合計 合計金額 

2 葬式費用の明細 

支払先の氏名又は名称  

 

「財産と債務データの入力」の「葬式費用」の登録データより表示します。 

 

支払先の住所又は所在地 

支払日 

金額 

負担者の氏名 

負担する金額 

合計 合計金額 

3 債務及び葬式費用の合計額 

債務継承者の氏名 相続人の氏名を表示します。 

債 

務 

①負担確定債務 「1 債務の明細」の各人の金額 

②負担未確定債務 未分割の債務がある場合に「編集」ボタンをクリックして、各人の債務金額

を入力します。 

③計 ①＋② 

葬

式

費

用 

④負担確定葬式費用 「2 葬式費用の明細」の各人の金額 

⑤負担未確定葬式費用 未分割の葬式費用がある場合に「編集」ボタンをクリックして、各人の葬式

費用を入力します。 

⑥計 ④＋⑤ 

⑦合計 ③＋⑥ 
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第 14 表 純資産価額に加算される贈与財産等の明細書 

「追加」（入力済データは「編集」）ボタンをクリックして入力画面を開き、データを入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１４表 純資産価額に加算される贈与財産等の明細書 

1 純資産価額に加算される暦年課税分の贈与財産価額及び特定贈与財産価額の明細 

贈与を受けた人の氏名 相続人から選択します。 

贈与年月日 贈与年月日を入力します。 

種類 財産の種類を選択します。 

細目 財産の細目を選択します。 

所在場所等 財産の所在場所等を入力します。 

数量 財産の数量を入力します。 

単位 単位を選択します。 

①価額 財産の価額を入力します。 

②①の価額のうち特定贈与財産の価額 ①の価額のうち特定贈与財産の価額を入力します。 

③相続税の課税価格に加算される価額 ①－② 

④金額 ③の合計額 
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2 出資持分の定めのない法人などに遺贈した財産の明細 

種類 遺贈した財産の種類を選択します。 

細目 遺贈した財産の細目を選択します。 

所在場所等 遺贈した財産の所在場所等を入力します。 

数量 遺贈した財産の数量を入力します。 

単位 遺贈した財産の単位を選択します。 

価額 遺贈した財産の価額を入力します。 

出資持分の定めのない法人などの所在

地、名称 

出資持分の定めのない法人などの所在地・名称を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 特定の公益法人などに寄附した相続財産又は特定公益信託のために支出した相続財産の明細 

寄附（支出）年月日 寄附年月日を入力します。 

種類 財産の種類を選択します。 

細目 財産の細目を選択します。 

所在場所等 財産の所在場所等を入力します。 

数量 財産の数量を入力します。 

単位 単位を入力します。 

価額 財産の価額を選択します。 

公益法人等の所在地・名称 公益法人等の所在地・名称を入力します。 

寄附（支出）をした相続人等の氏名 寄附をした相続人等の氏名を選択します。 

※(1)、(2)、(3)の該当する箇所にチェックをします。 
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第 15 表 相続財産の種類別価額表 
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第１５表 相続財産の種類別価額表 

土地 ①～⑤ 第 11 表から表示します。 

⑥計 ①＋②＋③＋④＋⑤ 

⑦（未対応）  

⑧ ⑥のうち第 12 表特例農地等の「通常価額」を表示します。 

⑨ ⑥のうち第 12 表特例農地等の「農業投資価格による価額」を表示します。 

家屋・構築物 ⑩ 第 11 表から表示します。 

⑪（未対応）  

事業用財産 ⑫～⑮ 第 11 表から表示します。 

⑯計 ⑫＋⑬＋⑭＋⑮ 

有価証券 ⑰～㉑ 第 11 表から表示します。 

㉒計 ⑰＋⑱＋⑲＋⑳＋㉑ 

現金、預貯金等 ㉓ 第 11 表から表示します。 

家庭用財産 ㉔ 第 11 表から表示します。 

その他の財産 ㉕～㉘ 第 11 表から表示します。 

（㉘代償） ※P.53 参照 

㉙計 ㉕＋㉖＋㉗＋㉘ 

合計 ㉚ ⑥＋⑩＋⑯＋㉒＋㉓＋㉔＋㉙ 

相続時精算課税適用財

産の価額 

㉛ 第 11 の 2 表「⑧課税の価額」の合計 

不動産等の価額 ㉜ ⑥＋⑩＋⑫＋⑰＋⑱＋㉗ 

債務等 ㉝㉞ 第 13 表より表示します。 

㉟ ㉝＋㉞ 

差引純資産価額 ㊱ ㉚＋㉛－㉟ （赤字の時は 0） 

純資産価額に加算され

る暦年課税分の贈与財

産価額 

㊲ 第 14 表④から表示します。 

課税価格 ㊳ ㊱＋㊲ （1,000 円未満切捨て） 
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5．相続税修正申告書 
 

相続税修正申告書の作成 
 相続税申告書を元にして修正申告書データを作成します。 
 
①相続税トップメニュー画面を開きます。 
②「データ選択」をクリックします。 
 

 
 
③修正申告を行うデータの「修正申告」ボタンをクリックします。 

 
 
④データのコピー確認画面が出ますので、「実行」をクリックします。 

 
 
⑤「データをコピーしました。」と表示したら「ＯＫ」をクリックします。修正申告データが作成されました。 

トップメニューに戻りますので、データ選択で修正申告の該当年を選択し、修正申告データの「選択」ボタンを 
クリックして修正申告書データを入力します。 
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相続税申告書をコピーした修正申告書データができていますので、訂正・追加を行います。 
 

令和５年以後の相続税修正申告書の作成 

第 1 表  相続税の申告書（修正申告書） 
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 第１表（修正申告書） 

 

第 1 表 相続税の申告書（修正申告書の場合 ㉓～㉗）   

申
告
書
で
あ
る
場
合 

こ
の
申
告
書
が
修
正 

こ
の
修
正
前
の 

㉓小計 修正前の相続税申告書第１表⑲ 

㉔納税猶予税額 修正前の相続税申告書第１表⑳ 

㉕申告納税額 

（還付の場合は頭に△） 

修正前の相続税申告書第１表㉑又は㉒ 

※㉒の場合は△を付けて表示します。 

㉖小計の増加額 ⑲－㉓  

㉗この申告により納付すべき税額 

 又は還付される税額 

(㉑又は㉒)－㉖ 

（黒字の時は 100 円未満切捨て、赤字の時は頭に△を 

付けて表示します。） 

この申告が修正申告である場合の異動の内容等 「被相続人登録」で入力した内容を印字します。 

 

 

 
 

 

 

こちらに表記のない部分は通常の解説を参照してください。 
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第 8 表 2 農地等納税猶予税額の計算書（修正申告書計算） 
 

 
 

 第８表 ２（修正申告書） 
 

農業相続人の氏名 「相続人登録」で「農業相続人該当」選択した相続人名を表示します。 

農地等納税猶予税額⑦ ①＋②－⑥ （100 円未満切捨て）（赤字の時は 0） 

※修正前の金額を超える場合は、修正前の金額 

【修正申告の場合】参考表示 

修正前の農地等納税猶予税額 

修正前の相続税申告書第８表 2⑦ 

 
 

こちらに表記のない部分は通常の解説を参照してください。 
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第５表の付表 配偶者の税額軽減額の計算書（付表）（修正申告用） 
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 第５表の付表（修正申告用） 
 

第５表の付表 配偶者の税額軽減額の計算書（付表） 

被相続人 被相続人氏名を表示します。 

１「相続税の総額」及び「課税価格の合計額」の計算 

①第 1 表の各人の合計の④の金額 第 1 表の各人の合計の④ 

②第 1 表の各人の合計の⑤の金額 第 1 表の各人の合計の⑤ 

③（①＋②）の金額 ①＋② 

④第 1 表の①＋②のうち配偶者が隠蔽又は 

仮装した金額 

手入力 

⑤第 1 表の③のうち配偶者が仮装した債務 

及び葬式費用の金額 

手入力 

⑥（④+⑤）の金額と第 1 表の④の金額の 

うち少ない方の金額 

（④＋⑤）と第 1 表④のうち少ない方を転記します。 

⑦第 1 表の⑤のうち配偶者が隠蔽又は仮装 

した金額 

手入力 

⑧（⑥＋⑦）の金額 ⑥＋⑦ 

⑨（③－⑧）の金額 ③－⑧ （1,000 円未満切捨て） 

⑩⑨に相当する相続税の総額 ⑨の金額を課税価格の合計額とみなし相続税の総額を計算します。 

（第 2 表の速算表で計算） 

２「課税価格の合計額」の計算 

⑪第 1 表の配偶者①のうち納税義務者が隠 

蔽又は仮装した金額 

手入力 

⑫第 1 表の配偶者③のうち納税義務者が仮 

装した債務及び葬式費用の金額 

手入力 

⑬（⑪＋⑫）の金額と第 1 表の④の金額の 

うち少ない方の金額 

（⑪＋⑫）と第 1 表④のうち少ない方を転記します。 

⑭第 1 表の配偶者⑤のうち納税義務者が隠 

蔽又は仮装した金額 

手入力 

⑮（⑬＋⑭）の金額 ⑬＋⑭ 

⑯（③－⑮）の金額 ③－⑮ （1,000 円未満切捨て） 

３「配偶者に係る相続税の課税価格」の計算 

⑰第 11 表の配偶者の①の金額 第 11 表の配偶者の① 

分割財産の価額から控除する債務及び葬式費用の金額 

⑱第 1 表の配偶者③の金額 第 1 表の配偶者の③ 

⑲第 11 表の配偶者の②の金額 第 11 表の配偶者の② 

⑳（⑱－⑲）の金額 ⑱－⑲ （⑱＜⑲は 0） 

㉑（⑰－⑳）の金額 ⑰－⑳ （赤字のときは 0） 

㉒第 1 表の配偶者の⑤の金額 第 1 表の配偶者の⑤ 

㉓⑰のうち納税義務者が隠蔽又は仮装した 

金額 

手入力 

㉔⑱のうち納税義務者が仮装した債務及び 

葬式費用の金額 

⑫の金額を転記します。 

㉕（㉓＋㉔）と㉑の金額のうち少ない方の 

金額 

（㉓＋㉔）と㉑のうち少ない方を転記します。 

㉖㉒のうち納税義務者が隠蔽又は仮装した

金額 

⑭の金額を転記します。 

㉗（㉕＋㉖）の金額 ㉕＋㉖ 

㉘（㉑＋㉒－㉗）の金額 ㉑＋㉒－㉗ （1,000 円未満切捨て）（赤字のときは 0） 

第５表の付表がある場合、第５表への金額転記があります 

第５表の付表⑨の金額 第５表の⑨又は⑲へ転記します。 

第５表の付表⑩の金額 第５表の⑦又は⑰へ転記します。 

第５表の付表⑯の金額 第５表の(第 1 表の ○A の金額)又は(第 3 表の ○A の金額)へ転記。 

第５表の付表㉘の金額 第５表の⑥又は⑯へ転記します。 



113 
 

 

令和４年以前の相続税修正申告書の作成 

第 1 表  相続税の申告書（修正申告書） 
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修正申告書 第１表（第 8 の 8 表印刷） 

 
税務署名 「被相続人登録」データから印刷します。 

 提出年月日 

法定相続人の数及び遺産に係る基礎控除額 

 

相
続
人 

 

法
定 

（イ）修正前 修正前の第 2 表②の ○ロ  

（ロ）修正申告 第 2 表②の ○ロ  

（ハ）修正人数 （ロ）－（イ） 

 

控
除
額 

 

基
礎 

（イ）修正前 修正前の第 2 表②の ○ハ  

（ロ）修正申告 第 2 表②の ○ハ  

（ハ）修正額 （ロ）－（イ） 

按分割合⑧ 

（イ）修正前 修正前の按分割合を表示します。 

（ロ）修正申告 修正申告の按分割合を表示します。 ※「編集」ボタンから変更できます。 

 

 

 

第 8 表の 8 表 納税猶予税額の内訳書（印刷） 

（イ）修正前の課税額 修正前の納税猶予税額を表示します。 

（ロ）修正申告額 修正申告の納税猶予税額を表示します。 

（ハ）修正する額 （ロ）－（イ） 

 

こちらに表記のない部分は通常の解説を参照してください。 

 

 

 



115 
 

 

第３表・第８表２ 農業相続人算出税額・農地等納税猶予税額の計算書 

（修正申告用） 
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修正申告用 第３表 
 

財産を取得した人の氏名 「相続人登録」を参照し表示します。 

按分割合⑧ 

（イ）修正前 修正前の按分割合を表示します。 

（ロ）修正申告 修正申告の按分割合を表示します。※「編集」ボタンから変更できます。 

 
 
 

修正申告用 第８表２ 
 

農業相続人の氏名 「相続人登録」で「農業相続人該当」選択した相続人名を表示します。 

納税猶予税額⑦ 

（イ）及び（ロ） 各①＋②－⑥ （100 円未満切捨て）（赤字の時は 0） 

（ハ）修正額 （ロ）－（イ） 

 
こちらに表記のない部分は通常の解説を参照してください。 
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第５表の付表 配偶者の税額軽減額の計算書（付表）（修正申告用） 
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修正申告用 第５表の付表 
 

第５表の付表 配偶者の税額軽減額の計算書（付表） 

被相続人 被相続人氏名を表示します。 

１「相続税の総額」及び「課税価格の合計額」の計算 

①第 1 表の各人の合計の④の金額 第 1 表の各人の合計の④ 

②第 1 表の各人の合計の⑤の金額 第 1 表の各人の合計の⑤ 

③（①＋②）の金額 ①＋② 

④第 1 表の①＋②のうち配偶者が隠蔽又は 

仮装した金額 

手入力 

⑤第 1 表の③のうち配偶者が仮装した債務 

及び葬式費用の金額 

手入力 

⑥（④+⑤）の金額と第 1 表の④の金額の 

うち少ない方の金額 

（④＋⑤）と第 1 表④のうち少ない方を転記します。 

⑦第 1 表の⑤のうち配偶者が隠蔽又は仮装 

した金額 

手入力 

⑧（⑥＋⑦）の金額 ⑥＋⑦ 

⑨（③－⑧）の金額 ③－⑧ （1,000 円未満切捨て） 

⑩⑨に相当する相続税の総額 ⑨の金額を課税価格の合計額とみなし相続税の総額を計算します。 

（第 2 表の速算表で計算） 

２「課税価格の合計額」の計算 

⑪第 1 表の配偶者①のうち納税義務者が隠 

蔽又は仮装した金額 

手入力 

⑫第 1 表の配偶者③のうち納税義務者が仮 

装した債務及び葬式費用の金額 

手入力 

⑬（⑪＋⑫）の金額と第 1 表の④の金額の 

うち少ない方の金額 

（⑪＋⑫）と第 1 表④のうち少ない方を転記します。 

⑭第 1 表の配偶者⑤のうち納税義務者が隠 

蔽又は仮装した金額 

手入力 

⑮（⑬＋⑭）の金額 ⑬＋⑭ 

⑯（③－⑮）の金額 ③－⑮ （1,000 円未満切捨て） 

３「配偶者に係る相続税の課税価格」の計算 

⑰第 11 表の配偶者の①の金額 第 11 表の配偶者の① 

分割財産の価額から控除する債務及び葬式費用の金額 

⑱第 1 表の配偶者③の金額 第 1 表の配偶者の③ 

⑲第 11 表の配偶者の②の金額 第 11 表の配偶者の② 

⑳（⑱－⑲）の金額 ⑱－⑲ （⑱＜⑲は 0） 

㉑（⑰－⑳）の金額 ⑰－⑳ （赤字のときは 0） 

㉒第 1 表の配偶者の⑤の金額 第 1 表の配偶者の⑤ 

㉓⑰のうち納税義務者が隠蔽又は仮装した 

金額 

手入力 

㉔⑱のうち納税義務者が仮装した債務及び 

葬式費用の金額 

⑫の金額を転記します。 

㉕（㉓＋㉔）と㉑の金額のうち少ない方の 

金額 

（㉓＋㉔）と㉑のうち少ない方を転記します。 

㉖㉒のうち納税義務者が隠蔽又は仮装した

金額 

⑭の金額を転記します。 

㉗（㉕＋㉖）の金額 ㉕＋㉖ 

㉘（㉑＋㉒－㉗）の金額 ㉑＋㉒－㉗ （1,000 円未満切捨て）（赤字のときは 0） 

第５表の付表がある場合、第５表への金額転記があります 

第５表の付表⑨の金額 第５表の⑨又は⑲へ転記します。 

第５表の付表⑩の金額 第５表の⑦又は⑰へ転記します。 

第５表の付表⑯の金額 第５表の(第 1 表の ○A の金額)又は(第 3 表の ○A の金額)へ転記。 

第５表の付表㉘の金額 第５表の⑥又は⑯へ転記します。 
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第８の２表 株式等納税猶予税額の計算書（修正申告用） 
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修正申告用 第８の２表 
 

1 株式等納税猶予税額の基となる相続税の総額の計算 

（１）の①経営承継人の第 8 の 2 表の付表１・付表２・付表３の A 欄の合計額 

（イ）修正前の課税額 修正前の課税額を表示します。 

（ロ）修正申告額 修正申告額を表示します。 

（ハ）修正する額 （ロ）－（イ） 

２ 株式等納税猶予税額の計算 

⑨ ⑦（又は⑧の合計額） 

（イ）修正前 修正前の納税猶予税額を表示します。  （100 円未満切捨て） 

（ロ）修正申告額 修正申告の納税猶予税額を表示します。 （100 円未満切捨て） 

（ハ）修正する額 （ロ）－（イ） 

 
こちらに表記のない部分は通常の解説を参照してください。 
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第８の３表 山林納税猶予税額の計算書（修正申告用） 
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修正申告用 第８の３表 
 

1 山林納税猶予税額の基となる相続税の総額の計算 

（１）の①林業経営相続人の第 8 の３表の付表（A＋B）欄の金額 

（イ）修正前の課税額 修正前の課税額を表示します。 

（ロ）修正申告額 修正申告額を表示します。 

（ハ）修正する額 （ロ）－（イ） 

２ 山林納税猶予税額の計算 

⑧（a－b－⑦）の金額 

（イ）修正前 修正前の納税猶予税額を表示します。  （100 円未満切捨て） 

（ロ）修正申告額 修正申告の納税猶予税額を表示します。 （100 円未満切捨て） 

（ハ）修正する額 （ロ）－（イ） 

 
こちらに表記のない部分は通常の解説を参照してください。 
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第８の４表 医療法人持分納税猶予税額・税額控除額の計算書 

（修正申告用） 
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修正申告用 第８の４表 
 

1 医療法人持分納税猶予税額又は医療法人持分税額控除額の基となる相続税の総額の計算 

（１）の①医療法人持分相続人等の医療法人の持分の価額（第 8 の４表の付表の A 欄の金額） 

（イ）修正前の課税額 修正前の課税額を表示します。 

（ロ）修正申告額 修正申告額を表示します。 

（ハ）修正する額 （ロ）－（イ） 

２ 医療法人持分納税猶予税額又は医療法人持分税額控除額の計算 

⑨ ⑦（又は⑧の合計額） 

（イ）修正前 修正前の納税猶予税額を表示します。  （100 円未満切捨て） 

（ロ）修正申告額 修正申告の納税猶予税額を表示します。 （100 円未満切捨て） 

（ハ）修正する額 （ロ）－（イ） 

 
こちらに表記のない部分は通常の解説を参照してください。 
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【Microsoft Edge】Internet Explorer モードの設定、印刷設定方法等 

【Microsoft Edge】Internet Explorer モードの設定方法について。 

WEB 相続の対応ブラウザは Internet Explorer です。Windows10、11 標準搭載ブラウザは Microsoft Edge 

です。ログイン時に Internet Explorer モードへの切り替えが必要となります。 

◆Windows10、11(Microsoft Edge)Internet Explorer モードを有効にする手順                        

①WEB 相続税ログイン画面を開きます。（https://www.websouzoku.qbz.jp/souzoku/） 

②画面右上の「…」→「設定」の順にクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③「既定のブラウザー」をクリックすると画面右側に表示される「Internet Explorer モードでサイトの再読

み込みを許可」の設定で「許可」をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④以下の画面で「再起動」をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

https://www.websouzoku.qbz.jp/souzoku/
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⑤引き続き Internet Explorer モード（リロードのタブ）【以下：IE モードボタン】の表示設定をします。 

「外観」をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

⑥画面を下にスクロールして、「Internet Explorer モード(IE モード)ボタン」右側の設定をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦WEB 相続税ログイン画面を再び開きます。画面右上にアイコン（IE モードボタン）が表示されます。 

 「IE モードボタン」をクリックします。 

 

 

 

 

 

⑧以下の画面を表示します。 

 「次回、このページを Internet Explorer モードで開く」→ 「完了」を順番にクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【IE モードオフ（画面左側）とオン（画面右側）の表示について】 

                              ※設定後、30 日間有効です。30 日経過の場合  

                              面左側の表示になります。クリックして IE モ 

ードをオンにします。                            
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◆Microsoft Edge の印刷設定方法                                   

①WEB 相続税にログインしてトップメニューを表示します。 

 画面の欄外（紫色の部分）→ マウス右クリック → 印刷プレビューの順に進みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②画面左上の    「ページ設定」をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 ③印刷時のヘッダーとフッターの設定等をします。 

  ● カラー印字の為に、「背景の色とイメージを印刷する（C）」にチェックを入れます。 

  ●「縮小して全体を表示できるようにする（S）」にチェックを入れます。 

  ● ヘッダー（H）とフッター（F）６ヶ所を全て「-空-」にします。 

●「余白」の値を４カ所全て０に設定して「OK」をクリックして終了 →自動的に値が割り振られます。 
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◆印刷時にポップアップブロックが出た場合の設定方法                          

【Microsoft Edge】で WEB 相続税申告書の印刷時に『ポップアップがブロックされました』と表示された 

場合、印刷画面が表示されません。以下の設定手順が必要になります。 

 

①画面上部に『ポップアップがブロックされました』が表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

②『ポップアップがブロックされました』のアイコンをクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③「https://...からのポップアップとリダイレクトを常に許可する」をクリックします。 

「完了」をクリックして設定は終了になります。 
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相続税申告書の印刷 

①相続税各帳票の印刷は帳票左上の「印刷」ボタンから行います。 

 

 

 

②印刷プレビュー画面を表示します。「印刷」ボタンをクリックするとプリンタ指定画面を表示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③プリンタを選択して「印刷」ボタンをクリックすると帳票印刷を開始します。（プリンタ指定なしで印刷をク

リックした場合、緑のチェックマークが付いた「通常使うプリンタ」指定となります） 
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相続税申告書第１表の印刷 

①帳票左上の「印刷」ボタンから行います。 

 

 

 

 

 

 

 

②印刷プレビュー画面で青枠内にマイナンバーを入力します。 

（保存はしません。印刷のつど入力が必要です） 

「印刷」ボタンをクリックするとプリンタ選択画面を表示します。 

 

 

 

③プリンタを選択して「印刷」ボタンをクリックすると帳票印刷を開始します。（プリンタ指定なしで印刷をク

リックした場合、緑のチェックマークが付いた「通常使うプリンタ」指定となります） 
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６．財産評価明細書 

６-1.土地等の評価明細書の作成 
 
①相続税トップメニュー画面を開きます。 
②「評価明細書」をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
③「土地等の評価明細書」をクリックします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

① 「追加」ボタンを押してデータを追加します。 
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⑤基本情報を入力します。 

※地目・地積・側方判定区分（路線価）・利用区分・地区区分は必ず入力してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑥第 1 表の内容を入力します。 
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⑦第 1 表の入力が終了したら「登録」ボタンをクリックします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑧続けて第 2 表を作成する場合には「第 2 表」ボタンをクリックします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑨第 2 表の入力をします。入力が終わったら登録をします。登録後、印刷または終了します。 
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土地等の評価明細書・第 1 表 

 第 1 表では路線価方式の土地や土地の上に存する権利の評価計算をします。 
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奥行価格補正率   「奥行距離」と「地区区分」から自動算出します。（①奥行価格補正率表 参照） 

側方路線影響加算率 「地区区分」と「角地区分」から自動算出します。（②側方路線影響加算率表 参照） 

二方路線影響加算率 「地区区分」から自動算出します。（③二方路線影響加算率表 参照） 

間口狭小補正率    「間口距離」と「地区区分」から自動算出します。（④間口狭小補正率表 参照） 

奥行長大補正率     (「奥行距離」÷「間口距離」)と「地区区分」から自動算出します。(⑤奥行長大補正率表参照） 

間口狭小の条件    (⑥間口狭小の条件 参照) 

不整形地補正率   「地区区分」､「かげ地割合」及び「地積区分」から自動算出（⑦不整形地補正率表 参照） 

   かげ地割合＝（想定整形地の地積－評価対象地の地積）÷想定整形地の地積 

   地積区分＝ 「地区区分」及び評価対象地の地積から決定（⑧不整形地補正率を算定する際の地積区分表参照） 

規模格差補正率の算定 三大都市圏とそれ以外の地域で表が分かれています。 

           「地積」と「地区区分」から自動算出します。（⑨規模格差補正率を算定する際の表参照） 

がけ地補正率    「がけ地割合」と「がけ地の方位」から自動算出します。（⑩がけ地補正率表 参照） 

   がけ地割合＝がけ地地積÷総地積 

特別警戒区域補正率 「特別警戒区域の地積」÷「総地積」から自動算出します。（⑪特別警戒区域補正率表参照） 

※①～⑪の資料は P.137～P.139 を参照して下さい。 

基本情報 

所轄局（所）署 所轄の税務署情報を選択、入力します。また何年度分か入力します。 

住居表示 住居表示を入力します。 

所在地番 所在地番を入力します。 

所
有
者 

住所（所在地） 所有者の住所を入力します。 

氏名（法人名） 所有者の氏名を入力します。 

使
用
者 

住所（所在地） 使用者の住所を入力します。 

氏名（法人名） 使用者の氏名を入力します。 

地目 該当地目を選択します。 

地積 ※数値（小数点可） 土地の地積を入力します。 

所有割合 共有の所有物である場合、所有割合を入力します。 

路
線
価 

正面 正面路線の路線価を入力します。 

側方 側方路線の路線価を入力します。 

側方 側方路線の路線価を入力します。 

裏面 裏面路線の路線価を入力します。 

距
離 

間口 側方路線、間口が狭小な宅地等の補正率の自動算出が必要な場合、必ず入力します。 

奥行価格補正率の自動算出が必要な場合、必ず入力します。 
奥行 

想
定
整
形
地 

間口 想定整形地の間口の距離を入力します。 

想定整形地の奥行の距離を入力します。 

※5-2 不整形地の計算が必要な場合は必ず入力します。 奥行 

利用区分 該当項目を選択。※該当土地の利用区分を選択します。 

利用区分２ 該当項目を選択。※該当土地の利用区分を選択します。 

地区区分 該当項目を選択。※正面路線の地区区分を選択します。 

借地権割合（R・S・U・W・X） 借地権割合を入力します。 

借家権割合（S・V・Y） 借家権割合を入力します。 

賃貸割合 賃貸割合を入力します。 

参考事項 参考事項を入力します。 

第 1 表 自用地１平方メートル当たりの価格 

1.一路線に面する宅地 （正面路線価）×（奥行価格補正率） 

※［奥行価格補正率］の算出方法は、P.137 を参照 

A 

2.二路線に面する宅地 側方［角地・準角地］に路線価がある場合 

A＋（側方路線価）×（奥行価格補正率）×（側方加算率）×（調整率） 

側方［非角地］に路線価がある場合 

A＋（側方路線価）×（奥行補正率）×（二方加算率）×（調整率） 

裏面に路線価がある場合 

A＋（裏面路線価）×（奥行補正率）×（二方加算率）×（調整率） 

※［奥行価格補正率］［側方加算率］［二方加算率］の算出方法は P.137 

を参照 

※加算率の調整を行う場合は（調整率）欄に入力します。 

B 
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3.三路線に面する宅地 側方下段［角地・準角地］に路線価がある場合 

B＋(側方下段路線価)×(奥行価格補正率)×(側方加算率)×(調整率) 

側方下段［非角地］に路線価がある場合 

B＋(側方下段路線価)×(奥行価格補正率)×(二方加算率)×(調整率) 

裏面に路線価がある場合 

B＋(裏面路線価)×(奥行価格補正率)×(二方加算率)×(調整率) 

※［奥行価格補正率］［側方加算率］［二方加算率］の算出方法は P.137 

を参照 

※加算率の調整を行う場合は（調整率）欄に入力します。 

C 

4.四路線に面する宅地 C＋(裏面路線価)×(奥行価格補正率)×(二方加算率)×(調整率) 

※［奥行価格補正率］［二方加算率］の算出方法は P.137 参照 

※加算率の調整を行う場合は（調整率）欄に入力します。 

D 

5-1.間口が狭小な宅地等 A～D×(間口狭小補正率)×(奥行長大補正率) 

※［間口狭小補正率］［奥行長大補正率］の算出方法は P.138 を参照 

※間口狭小の計算条件の範囲内で計算がかかります。P.138 を参照 

E 

5-2.不整形地 （A～D のうち該当するもの）×（不整形地補正率） 

             ※a あるいは b の値の小さい方（0.6 を下限） 

a.（不整形地補正率表の補正率）×（間口狭小補正率） 

b.（奥行長大補正率）×（間口狭小補正率） 

※［不整形地補正率］［間口狭小補正率］［奥行長大補正率］は P.138 

を参照 

※「地区区分」がビル街地区の場合は計算しません。 

※「地区区分」が大工場地区で地積が 9,000 ㎡超の場合は計算しません。 

※かげ地割合が 10％未満の場合は計算しません。 

※5-1 と 5-2 は重複して適用できません。 

F 

6.地積規模の大きな宅地 A～F×（規模格差補正率） 

※規模格差補正率の計算 

{(地積((Ａ)×((B)+(C))÷(地積(Ａ))}×0.8※小数点第 3 位以下切捨て 

※○Ａ 三大都市圏:500 ㎡以上・三大都市圏以外:1000 ㎡以上で計算 

※○B ・○C の率は P.139 を参照 

G 

７.無道路地 F 又は G に該当するもの×（1－無道路地の割合（0.4 を上限）） 

※無道路地の割合は（［正面路線価］×［通路部分の面積］）÷（F×評 

価対象地の地積］） 

※「通路部分の地積」を入力すると計算します。 

H 

8-1.がけ地等を有する宅地 （A～G のうち該当するもの）×（がけ地補正率） 

※[がけ地補正率]は、P.139 を参照 

※「がけ地地積入力」と「がけ地の方位（東西南北）」を選択すると計算 

します。 

I 

8-2.土砂災害特別警戒区域内

にある宅地 

（A～H のうち該当するもの）×（特別警戒区域補正率） 

※がけ地補正率適用がある場合の特別警戒区域補正率の計算 
（特別警戒区域補正率表の補正率×がけ地補正率（小数点以下２位未満切捨（0.5 を下限）） 

※[特別警戒区域補正率表]は、P.139 を参照 

J 

9 容積率の異なる２以上の地

域にわたる宅地 

（A～J のうち該当するもの）×（１－控除割合） 

※｢控除割合｣を入力すると計算します。 

K 

10.私道 （A～K のうち該当するもの）×0.3 

※「利用区分」が私道である場合のみ計算します。 

L1 

10（1）.市街地農地等 （A～K のうち該当するもの）－宅地造成費 

※市街地周辺農地を選択した場合、総額 K の算出時×0.8 します。 

※宅地造成費は、宅地造成費計算表ボタンから控除額を計算できます。 

※「地目」が田・畑・山林・原野・雑種地である場合のみ L2 を計算しま 

す。 

L2 

10（2）.自由入力欄 文字入力枠・金額入力枠ともに手入力となります。 

※L1・L2 を入力した場合は入力不可。 

L3 

自用地の評価額 

 （自用地 1 ㎡当たりの価額）A～L までのうち該当する記号と金額を転記

します。 

(地積) 該当土地の地積と、上段に持分割合を転記します。 

(総額)＝（自用地 1 ㎡当たりの価額）×（地積）×（持分割合） 

M 
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①奥行価格補正率表 

 
 
②側方路線影響加算率表 

 
 
③二方路線影響加算率表 
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④間口狭小補正率表 

 
 
⑤奥行長大補正率表 

 
 
⑥間口狭小の条件 

 
 
⑦不整形地補正率表 
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⑧不整形地補正率を算定する際の地積区分表 

 
 
⑨規模格差補正率を算定する際の表 
 イ 三大都市圏に所在する宅地         ロ 三大都市圏以外の地域に所在する宅地 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑩がけ地補正率表 

 
 
⑪特別警戒区域補正率表 
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土地等の評価明細書・第 2 表 
第 2 表では、第 1 表で指定した「利用区分」に該当する項目の評価計算をします。 
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第２表 

セットバックを必要とする宅地の

評価額 

「N セットバック」を選択すると計算がかかります。 N 

都市計画道路予定地の区域内にあ

る宅地の評価額 

「O 都市計画道路予定地」を選択すると計算がかかります。 O 

セットバック・都市計画道路予定地 「N セットバック O 都市計画道路予定地」を選択すると計算がかか

ります。 

NO 

大規模工場用地等の評価額 「P 大規模工場用地等」を選択すると計算がかかります。 P 

ゴルフ場用地等 「Q ゴルフ場用地等」を選択すると計算がかかります。 Q 

大規模工場用地等・ゴルフ場用地 「P 大規模工場用地 Q ゴルフ場用地」を選択すると計算がかかりま

す。 

PQ 

区分所有財産に係る敷地利用権の

評価額 

「R 区分所有財産」を選択すると計算がかかります。 R 

区分所有財産に係る敷地利用権の評価

額【居住用の区分所有財産の場合】 

「R 区分所有財産 S 居住用区分所有財産」を選択すると計算がかか

ります。 

RS 

その他「R と S を含む」組み合わせ NR、NRS、OR、ORS、NOR、NORS 

総額計算による価額 

貸宅地 利用区分が貸宅地の時、自用地の評価額と借地権割合から T を自動計

算します。 

T 

貸家建付地 利用区分が貸家建付地でその他の権利を選択していない場合、自用地

の評価額と借地権割合、借家権割合、賃貸割合から U を自動計算しま

す。 

その他の権利を選択している場合、V の金額と借地権割合、借家権割

合、賃貸割合から U を自動計算します。 

U 

（  ）権の目的となっている土地 利用区分がその他の権利の目的となっている土地を選択している時、

自用地の評価額と手入力した割合から V を自動計算します。 

（  ）内に権利名を入力します。 

V 

借地権 利用区分が借地権の時、自用地の評価額と借地権割合から W を自動

計算します。 

W 

貸家建付借地権 利用区分が貸家建付借地権の時、自用地の評価額と借地権割合から W

を自動計算し、W または AD と借家権割合、賃貸割合から X を自動

計算します。 

X 

転貸借地権 利用区分が転貸借地権の時、自用地の評価額と借地権割合から W を

自動計算し、W または AD と借地権割合から Y を自動計算します。 

Y 

転借権 利用区分１が転借権の時で利用区分 2 がない場合、自用地の評価額と

借地権割合から W を自動計算し、W または AD の金額と借家権割合

から Z を自動計算します。 

利用区分１が転借権の時で利用区分 2 が貸家建付借地権の場合、W

を自動計算後、W または AD と借家権割合、賃貸割合から X を自動

計算し X と借地権割合から Z を自動計算します。 

Z 

借家人の有する権利 利用区分１が借家人の有する権利で利用区分２が借地権の場合、自用

地の評価額と借地権割合から W を自動計算し、W または AD 金額と

借家権割合、賃貸割合から AA を自動計算します。 

利用区分１が借家人の有する権利で利用区分２が転借権の場合、W を

自動計算後、W または AD の金額と借地権割合から Z を自動計算し、

Z と借家権割合、賃貸割合から AA を自動計算します。 

AA 

（  ）権 利用区分１がその他の権利の場合、自用地の評価額と手入力した割合

から AB を自動計算します。権利名は利用区分２で選択したものを表

示します。 

AB 

権利が競合する場合の土地 「該当」を選択した場合、T または V の金額と手入力した割合から

AC を自動計算します。該当する割合名を選択します。 

AC 

他の権利と競合する場合の土地 「該当」を選択した場合、W または AB の金額と手入力した割合から

AD を自動計算します。該当する割合名を選択します。 

AD 

備考 備考を入力します。  
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６-２．財産評価明細書 配偶者居住権等の評価明細書 
配偶者居住権、居住建物、敷地利用権及び居住建物の敷地の用に供される土地の評価を行います。 
※財産一覧表への転記はありません 
 
①相続税トップメニュー画面を開きます。 
②「評価明細書」をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③「配偶者居住権等の評価明細書」をクリックします。 
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④必要な箇所に入力します。（入力画面は建物と土地に分かれています。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   建物 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   土地 
  （10 筆分入力可） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



144 
 

⑤入力が終了したら「登録」ボタンをクリックしてデータの登録を行い、「印刷」ボタンまたは「終了」ボタンを 
クリックします。 

 
 ※土地は No.１から No.10 まで入力可能になっています。 

 
 
配偶者居住権等の評価明細書 

建

物 

被相続人氏名 被相続人登録より転記します。（持分割合が入力されている場合に印刷） 

①被相続人持分割合 持分割合を入力します。 

配偶者氏名 相続人登録より配偶者に該当するデータを転記します。 

（持分割合が入力されている場合に印刷） 

配偶者持分割合 持分割合を入力します。 

所在地番 所在地番を入力します。 

（住居表示） 住居表示を入力します。 

土

地 

②被相続人氏名 被相続人登録より転記します。（持分割合が入力されている場合に印刷） 

被相続人持分割合 持分割合を入力します。 

共有者氏名 共有者氏名を入力します。（持分割合が入力されている場合に印刷） 

共有者持分割合 持分割合を入力します。 

共有者氏名 共有者氏名を入力します。（持分割合が入力されている場合に印刷） 

共有者持分割合 持分割合を入力します。 

居

住

建

物

の

内

容 

建 物 の 耐

用年数 

（建物の構造） 建物の構造を選択します。※印刷については、手入力データが優先 

③耐用年数 配偶者居住権等の評価で用いる建物の構造別の耐用年数より算出します。 
［配偶者居住権等の評価で用いる建物の構造別の耐用年数］は、P.146 を参照 

建築後の 

経過年数 

（建築年月日） 建築年月日を入力します。 
（配偶者居住権が

設定された日） 
配偶者居住権が設定された日を入力します。 

経過年数 建築年月日から配偶者居住権が設定された日より算出します。 
④建築後経過年

数 
経過年数を転記します。 

建 物 の 利

用状況等 

⑤建物のうち賃

貸の用に供され

ている部分以外

の部分の床面積

の合計 

建物のうち賃貸の用に供されている部分以外の部分の床面積の合計を 

入力します。 

⑥建物の床面

積の合計 

建物の床面積の合計を入力します。 
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配

偶

者

居

住

権

の

存

続

年

数

等 

［ 存 続 期

間 が 終 身

以 外 の 場

合 の 存 続

年数］ 

（配偶者居住権が

設定された日） 
存続期間満了日を入力した場合、建築後の経過年数欄で入力した 

配偶者居住権が設定された日を転記します。 

（存続期間満了日） 存続期間満了日を入力します。 

Ⓐ存続年数 配偶者居住権が設定された日から存続期間満了日より算出します。 

［存続期間

が終身の場

合の存続年

数］ 

（配偶者居住権が

設定された日に

おける配偶者の

満年齢） 

配偶者居住権が設定された日における配偶者の満年齢を算出します。 

配偶者生年月日 相続人登録より配偶者に該当するデータを転記します。 

性別 性別を選択します。 

Ⓑ平均余命 生命表より配偶者の年齢と性別をもとに算出します。［平均余命］は、P.146 を参照 

ⒸⒶとⒷのいずれか短い年 ⒶとⒷのいずれか短い年を転記します。 

⑦存続年数 Ⓒを転記します。 

⑧複利現価率 複利現価率は存続年数をもとに算出します。［複利現価率］ は、P.146 を参照 

評

価

の

基

礎

と

な

る

価

額 

建

物 

⑨賃貸の用に供されておら

ず、かつ、共有でないものと

した場合の相続税評価額 

賃貸の用に供されておらず、かつ、共有でないものとした場合の相続税 

評価額を入力します。 

⑩共有でないものとした

場合の相続税評価額 
共有でないものとした場合の相続税評価額を入力します。 

 ⑩の相続税評価額 ⑩の相続税評価額を転記します。 

①持分割合 ①持分割合を転記します。 

⑪相続税評価額 ⑩の相続税評価額×①持分割合（円未満切捨て） 

［11］を時価で計算 

する場合 

⑩の相続税評価額×①持分割合の計算ではなく、手入力項目を印刷したい 

場合にチェックを付けます。 

 手入力項目 手入力項目（40 文字×4 行） 
※[11]を時価で計算する場合にチェックが付いている場合は、手入力項目を優先で印刷 

土

地 

⑫建物が賃貸の用に供され

えおらず、かつ、土地が共

有でないものとした場合の

相続税評価額 

建物が賃貸の用に供されておらず、かつ、土地が共有でないものとした場合の

相続税評価額を入力します。 

⑬共有でないものとした

場合の相続税評価額 
共有でないものとした場合の相続税評価額を入力します。 

 ⑬の相続税評価額 ⑬の相続税評価額を転記します。 

②持分割合 ②持分割合を転記します。 

（率） 借地権割合等、必要に応じて率を手入力します。 

⑭相続税評価額 ⑬の相続税評価額×②持分割合×（率）（円未満切捨て） 

※率の入力がある場合、率を印刷 

[14]を時価で計算する

場合 

⑬の相続税評価額×②持分割合×（率）の計算ではなく、手入力項目を印刷し

たい場合にチェックを付けます。 

 手入力項目 手入力項目（40 文字×4 行） 
※[14]を時価で計算する場合にチェックが付いている場合は、手入力項目を優先で印刷 

○配偶者居住権の価額 

 （⑨の相続税評価額） ⑨の相続税評価額を転記します。 

 賃貸割合 ⑤賃貸以外の床面積÷⑥居住建物の床面積 

①持分割合 ①持分割合を転記します。 

⑮配偶者居住権の評価の基礎とな

る居住建物の時価 

⑨の相続税評価額×(⑤賃貸以外の床面積÷⑥居住建物の床面積)×①持分割合 

（円未満四捨五入） 

 （⑮の金額） ⑮の金額を転記します。 

年数割合 ③耐用年数－④経過年数－⑦存続年数÷③耐用年数－④経過年数 

⑧複利現価率 ⑧複利現価率を転記します。 

⑯配偶者居住権の価額 ⑮の金額－⑮の金額×(③耐用年数－④経過年数－⑦存続年数÷③耐用年数－ 

④経過年数)×⑧複利現価率（円未満四捨五入） 

○居住建物の価額 

 
（⑪の相続税評価額） ⑪の相続税評価額を転記します。 

（⑯配偶者居住権の価額） ⑯配偶者居住権の価額を転記します。 

⑰居住建物の価額 ⑪の相続税評価額－⑯配偶者居住権の価額 
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○配偶者居住権に基づく敷地利用権の価額 
土地の相続人が配偶者のみの場合 チェックを付けると、⑱⑲の計算はかかりません。 

 ⑫の相続税評価額 ⑫の相続税評価額を転記します。 

賃貸割合 ⑤賃貸以外の床面積÷⑥居住建物の床面積 
①と②のいずれか低い持分割合 ①と②のいずれか低い持分割合を転記します。 

（率） 借地権割合等、必要に応じて率を手入力します 

⑱敷地利用権の評価の基礎となる

居住建物の敷地の時価 

⑫の相続税評価額×(⑤賃貸以外の床面積÷⑥居住建物の床面積)×①と②の 

いずれか低い持分割合（円未満四捨五入）※率の入力がある場合、率を印刷 

 （⑱の金額） ⑱の金額を転記します。 

（⑧複利現価率） ⑧複利現価率を転記します。 

⑲敷地利用権の価額 ⑱の金額－⑱の金額×⑧複利現価率（円未満四捨五入） 

○居住建物の敷地の用に供される土地の価額 

 （⑭の相続税評価額） ⑭の相続税評価額を転記します。 

（⑲敷地利用権の価額） ⑲敷地利用権の価額を転記します。 

⑳居住建物の敷地の価額 ⑭の相続税評価額－⑲敷地利用権の価額 

備考 

備考 手入力項目（50 文字×4 行） 

 

《参考１》配偶者居住権の評価で用いる建物の構造別の耐用年数（「居住他建物の内容」③） 

 

《参考２》生命表（完全生命表）に基づく平均余命（「配偶者居住権の存続年数等」Ⓑ） 

 
 
《参考３》複利現価率（法定利率３％）（「配偶者居住権の存続年数等」⑧） 
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６-３．財産評価明細書 市街地農地等の評価明細書 
市街地農地等の評価の元となる宅地について「土地及び土地の上に存する権利の評価明細書」に準じて評価します。 
 
①相続税トップメニュー画面を開きます。 
②「評価明細書」をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③「市街地農地等の評価明細書」をクリックします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
④「新規登録」ボタンを押してデータを追加します。 
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⑤必要な箇所に入力します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑥入力が終了したら「登録」ボタンをクリックしてデータの登録を行い、「印刷」ボタンまたは「終了」ボタンを 

クリックします。 
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 ※持分割合がある場合、印刷時に市街地農地等の評価額の上部に割合を印刷します。 
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市街地農地等の評価明細書 

農地区分 該当項目を選択します。 

所在地番 所在地番を入力します。 

現況地目 該当項目を選択します。 

（1）地積 地積を入力します。 

評価の基とした宅地の 1 平方メートル当たりの評価額 

所在地番 所在地番を入力します。 

（2）評価額の計算内容 評価額の計算内容を入力します。 

（3）評価額 評価額を入力します。 

評価する農地等が宅地であるとした場合の 1 平方メートル当たりの評価額 

（4）評価上考慮したその農地等の 

道路からの距離、形状等の条件

に基づく評価額の計算内容 

評価額の計算内容を入力します。 

（5）評価額 評価額を入力します。 

宅地造成費の計算  
 

平 

坦 

地 

 

整 

地 

費 

（6）整地費 整地を要する面積×1 ㎡当たりの整地費 

（7）伐採・抜根費 伐採・抜根を要する面積×1 ㎡当たりの伐採・抜根費 

（8）地盤改良費 地盤改良を要する面積×1 ㎡当たりの土盛費 

（9）土盛費 土盛りを要する面積×平均の高さ×1 ㎡当たりの土盛費 

（10）土止費 擁壁面の長さ×平均の高さ×1 ㎡当たりの土止費 

（11）合計額の計算 （6）＋（7）＋（8）＋（9）＋（10） 

（12）1 ㎡当たりの計算 （11）÷（1）  

傾 

斜 

地 

（13）傾斜度に係る造成費 手入力します。 

（14）伐採・抜根費 （伐採・抜根を要する面積）×（1 ㎡当たりの伐採・抜根費） 

（15）1 ㎡当たりの計算 （13）＋（（14）÷（1）） 

市街地農地等の評価額 農地区分が市街地周辺農地以外の場合 

（（5）－（12）または（15））×（1）×（持分割合） 

農地区分が市街地周辺農地の場合 

（（5）－（12）または（15））×（1）×（持分割合）×0.8 
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６-４．財産評価明細書 取引相場のない株式の評価明細書 
取引相場のない株式の評価を、会社の区分に応じて評価します。 
 
①相続税トップメニュー画面を開きます。 
②「評価明細書」をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③「取引相場のない株式の評価明細書」をクリックします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④「新規登録」ボタンを押してデータを追加します。 

 



152 
 

 
⑤会社情報を入力します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑥入力が終了したら「登録」ボタンをクリックしてデータの登録を行い、「終了」ボタンをクリックします。 

 
 
⑦取引相場のない株式の評価明細書では、会社規模、会社の区分等により入力可能な表が変わります。 
 必要な表に入力して登録した後、印刷または終了します。 
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取引相場のない株式の評価明細書・判定順番 
第 1 表で株主の同族判定及び少数株式所有及び会社規模（L の割合）の判定をします。 

［2.少数株式所有者の評価方式の判定］で 

 

               の場合   [評価方式]             

                       配当還元方式             第 3 表 

 

 

 

 

第 2 表の［7.特定の評価会社の判定］で［会社区分］で評価会社の判定結果を表示します。 

［会社の区分］              ［評価手順］ 

                     第 2 表       清算分配見込金額 

（株式の評価については対応しておりません） 

 

 

                      第 2 表      第 5 表      第 6 表 

 

 

 

                     第 2 表       第 5 表       第 6 表 

 

                     第 4 表     第 2 表     第 5 表     第 6 表 

 

 

 

 

 

                     第 4 表     第 5 表     第 2 表     第 6 表 

 

 

 

                     第 4 表     第 5 表     第 2 表      第 7 表 

 

                                       第 8 表     第 6 表 

                        

  （純資産価額方式）または（S1＋S2）方式 

 

 

 

 

                     第 4 表     第２表     第 5 表     第 6 表 

 

                                        （類似業種比準価額×0.25＋純資産価額×0.75）又は（純資産価額） 

 

 

 

                      第 4 表     第 5 表     第 3 表 

 

 

 大会社…類似業種比準価額または純資産価額式 

 中会社…類似業種比準価額×L の割合＋純資産価額×（１－L の割合） 

      または純資産価額×L の割合＋純資産価額×（１－L の割合） 

 小会社…類似業種比準価額×0.5＋純資産価額×0.5 または純資産価額 

同族株主以外の株主    

少数株主（その他の株主） 

清算中の会社 

開業前または休業中の会社 

開業後 3 年未満の会社 

または 

比準用素数ゼロの会社 

 

 

土地保有特定会社 

株式保有特定会社 

※比準要素数 1 の会社である 

 株式保有特定会社を含む 

比準要素数 1 の会社 

一般の評価会社 
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第 1 表・評価上の株主の判定及び会社規模の判定 

第 1 表では、[1 株主及び評価方式の判定]［2 少数株式所有者の評価方式の判定］［3 会社規模（L の割合）］判定 

をします。 
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第１表 

1.株主及び評価方式の判定 

氏名又は名称 株主の氏名を入力します。 

続柄判定 該当する続柄を選択します。 

役職名 役職名を選択します。 

株式の種類 株式の種類を入力します。 

（イ）株式数 株式数を入力します。 

（ロ）議決権数 株式数と同数を自動表示します。（手入力可能です） 

（ハ）割合 （ロ）議決権数÷（4）議決権の総数×100 

同 同族株主の場合はチェックを入れます。 

筆 筆頭株主グループの場合はチェックを入れます。 

自己株式 自己株式の種類と株式数を入力します。 

納税義務者の属する同族関係者グループ

の議決権の合計数 

自動表示します。（議決権数は手入力可能です） 

筆頭株主グループの議決権の合計数 自動表示します。（議決権数は手入力可能です） 

評価会社の発行済株式又は議決権の総数 自動表示します。（株式数、議決権数は手入力可能です） 

判定基準・判定 

筆頭株主グループの議決権割合(6) 「1 株主及び評価方式の判定」から自動判定します。 

（5）の割合 「1 株主及び評価方式の判定」から自動判定します。 

2.少数株式所有者の評価方式の判定 
 ※株主及び評価方法の判定で同族株主等に該当し、かつ納税義務者の議決権割合が 5%に満たない場合にここで各判定要素を入力します。 

 ※納税義務者の議決権割合が 5％以上の場合、医療法人を選択した場合は入力できません。 

氏名 少数株式保有者の氏名を入力します。 

（ニ）役員 該当する項目を選択します。 

（ホ）納税義務者が中心的な同族株主 納税義務者が中心的な同族株式か否か、該当する項目を選択します。 

（ヘ）納税義務者以外が中心的な同族株主 納税義務者以外が中心的な同族株主か否か、該当する項目を選択しま

す。納税義務者以外に中心的な同族株主がいる場合は、氏名を入力し

ます。 

判定 自動表示します。 

3.会社規模（L の割合）の判定 

直前期末の総資産価額 千円単位で入力します。 

直前期末以前 1 年間の取引金額 千円単位で入力します。※前 1 年間の取引金額がない場合は 0 を入力します。 

直前期末以前 1 年間における従業員数 自動表示します。 

継続勤務従業員数を入力します。 

継続勤務従業員数以外の労働時間合計を入力します。 

判定基準 自動表示します。 
※業種区分に応じた[総資産価額][従業員数][取引金額]から判定します。 

 

※小会社に設定したい場合は「小会社（手動）」にチェックを入れます。 

4.増（減）資の状況その他評価上の参考事項 

 増（減）資の状況その他評価上の参考事項を入力します。 
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第 2 表・特定の評価会社の判定の明細書 

第 2 表では[会社の区分]を判定し、［7 特定の評価会社の判定］を自動表示します。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※第 2 表では、［6 清算中の会社］の該当・非該当選択以外、すべて自動転記、自動判定です。 
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第 3 表・一般の評価会社の株式の価額計算書 

第 3 表では一般の評価会社の株式の価額計算をします。 
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第３表 

1 表の 1 評価方式の判定  

評価方式の判定 ラジオボタンの初期表示は第 1 表の判定をもとに設定しています。（変更可） 
1.原則的評価方式による価額 

1 株当たりの価額の計算の基となる金額 

①類似業種比準価額 第 4 表 ○28 を転記します。 
※○28 が未入力の場合は ○27 、○27 が未入力の場合は ○26 、○26 が未入力の場合は空欄になります。 

②1 株当たりの純資産価額 第 5 表⑪を転記します。 

③1 株当たりの純資産価額の

80％相当額 

第 5 表⑫の金額がある場合転記します。 

1 株当たりの価額の計算  

④大会社の株式の価額  第 1 表で判定した会社規模より自動計算します。 

⑤中会社の株式の価額  第 1 表で判定した会社規模より自動計算します。※1 

⑥小会社の株式の価額  第 1 表で判定した会社規模より自動計算します。※1 

株式の価額の修正 

⑦課税時期において配当期待権

の発生している場合 

1 株当たりの配当金額を入力すると（株式の価額）に④または⑤または⑥の金

額を転記します。※1 

⑧新株引受権発生の場合  1 株当たりの払込金額を入力すると（株式の価額）に⑦、⑦がない場合は④ま

たは⑤または⑥の金額を転記します。※1 

2.配当還元方式による価額  ラジオボタンで配当還元方式にチェックが付いたときのみ計算します。 

１

株

当 

た

り 

⑨直前期末の資本金等 第 4 表①を転記します。 

⑩直前期末の発行済株式数 第 4 表②を転記します。 

⑪直前期末の自己株式数 第 4 表③を転記します。 

⑫1 株 50 円とした場合の発行済株式数 ⑨÷50 円 

⑬1 株当たりの資本金等の額 ⑨÷（⑩－⑪）※2 

直

前

期

２

年 

⑭年配当金額 第 4 表⑥直前期・直前々期を転記します。 

⑮左のうち非経常的配当金額 第 4 表⑦直前期・直前々期を転記します。 

⑯差引経常的な年配当金額 ⑭－⑮ 

⑰年平均配当金額 （○イ ＋○ロ ）÷2 

⑱1 株（50 円）当たりの年配当金額 ⑰÷⑫ 

⑲配当還元価額 （⑱÷10%）×（⑬÷50 円）※2 

⑳ ⑲を転記します。 
※⑲が原則的評価方式の価額を超える場合は原則的評価方式の額を転記します。 

3.株式に関する権利の価額  有のラジオボタンにチェックを付けたときのみ計算します。 

○21 配当期待権  1 株当たりの予想配当金額と源泉徴収されるべき所得税相当額を入力

します。 

（1 株当たりの予想配当金額）－（源泉徴収されるべき所得税相当額） 

○22 株式の割当を受ける権利  割当株式 1 株当たりの払込金額を入力します。 

（⑧または⑳の金額）－（割当株式 1 株当たりの払込金額）※1 

○23 株主となる権利  株主となる権利につき払い込む額を入力します。 

（⑧または⑳の金額）－（株主となる権利につき払い込む額）※1 

○24 株式無償交付期待権  ⑧または⑳の金額 

4.株式及び株式に関する権利の価額 

株式の評価額 ■原則的評価方式にチェックがある場合は⑧、⑧がない場合は⑦、⑦

がない場合④⑤⑥のうち値のある金額を表示します。 

■配当還元方式にチェックがある場合は⑳を表示します。 

株式に関する権利の評価額 ○21 配当期待権・○22 株式の割当を受ける権利・○23 株主となる権利・ 
○24 株式無償交付期待権の額を表示します。 

※1 表示単位未満の端数切捨で 0 になる場合に「課税時期基準」で小数表示をする項目（⑤⑥⑦⑧㉒㉓） 

※2 表示単位未満の端数切捨で 0 になる場合に「直前期末基準」で小数表示をする項目（⑬⑲）
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第 4 表・類似業種比準価額等の計算明細書 

第 4 表では類似業種比準価額の計算を行います。 

※比準要素数の判定は「○B 配当金額」「○C 利益金額」「○D 純資産価額」の 3 つの要素で判定します。 

比準要素数 1 の会社とは、直前期末をもととした場合の ○B ○C ○D ３つの比準要素のうちいずれか 2 つが 0 であり、

かつ、直前々期末をもととした場合の ○B ○C ○D ３つの比準要素についてもいずかれ２つ以上が 0 である会社をい 

います。 

医療法人の場合は配当がないため、直前期末をもととした場合の○C ○D 2つの比準要素のうちいずれかが0であり、

かつ、直前々期末をもととした場合の ○C ○D 2 つの比準要素についてもいずれか 1 つ以上が 0 である会社をいい 

ます。 

比準要素数 0 の会社とは、直前期末をもととした ○B ○C ○D ３つの比準要素がいずれも 0 である会社をいいます。 

したがって、「比準要素数 1 の会社」の判定の必要はありません。 
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第４表 
1.1 株当たりの資本金等の額等の計算  

①直前期末の資本金等の額 直前期末の資本金等の額を入力します。 

②直前期末の発行済株式数 第 1 表の 1①から転記します。 

③直前期末の自己株式数 第 1 表の 1 自己株式数から転記します。 

④1 株当たりの資本金等の額 ①÷（②－③）※2 

⑤1 株 50 円とした場合の発行済株式数 ①÷50 

2.比準要素数等の金額の計算 

○B 1 株（50 円）当たりの年平均配当金額 直前期・直前々期・直前々々期の 1 株当たりの年配当金額を表示し

ます。 

⑥年配当金額 年間配当金額を入力します。 

⑦非経常的な配当 非経常的な配当金額を入力します。 

⑧差引配当金額 ⑥－⑦ 

⑨年平均配当金額 （直前期と直前々期の差引配当金額）÷2 を表示 

○C 1 株当たりの利益金額 直前期・直前々期・直前々々期の 1 株当たりの利益金額を表示しま

す。 

⑪法人税の課税所得金額 法人税の課税所得金額を入力します。 

⑫非経常的な利益金額 非経常的な利益を入力します。 

⑬受取配当等益金不算入額 受取配当等益金不算入額を入力します。 

⑭配当所得税額 配当所得税額を入力します。 

⑮損金算入した繰越欠損金の控除額 損金算入した繰越欠損金の控除額を入力します。 

⑯差引利益金額 ⑪－⑫＋⑬－⑭＋⑮ 

○D 1 株（50 円）当たりの純資産価額 直前期・直前々期の純資産価額を表示 

⑰資本金等の額 資本金等の額を入力します。 

⑱利益積立金額 利益積立金額を入力します。 

⑲純資産価額 ⑰＋⑱ 

3.類似業種比準価格の計算 

類似業種と業種 No. 業種ナンバーと類似業種を入力します。 

類
似
業
種
の
株
価 

○リ 課税時期の属する月 課税時期の属する月の株価を入力します。 

○ヌ 課税時期の属する月の前月 課税時期の属する月の前月の株価を入力します。 

○ル 課税時期の属する月の前々月 課税時期の属する月の前々月の株価を入力します。 

○ヲ 前年平均株価 前年平均株価を入力します。 

⑳○リ 、○ヌ 、○ル 、○ヲ のうち低い額  課税月～前年平均のうち低い額を表示します。 

比準割合の計算 

○B 類似業種の年配当金額 1 株（50 円）当たりの年配当金額を入力します。 

○C 類似業種の年利益金額 1 株（50 円）当たりの年利益金額を入力します。 

○D 類似業種の純資産価額 1 株（50 円）当たりの純資産価額を入力します。 

○21 比準割合 （評価会社）÷（類似業種）を自動算出します。 

○22 1 株（50 円）当たりの比準価額 ⑳×比準割合×割合（第 1 表会社規模と L の割合での判定）を表示

します。 

○26 1 株当たりの比準価額  （比準価額 ○22 と ○25 とのいずれか低い方）×（④の金額）÷50 ※2 
○27 比準価額の修正（直前期末の翌日から課税

時期までの間に配当金交付の効力が発生し

た場合）  

（比準価額 ○26 ）－（1 株当たりの配当金額）※2 

○28 比準価額の修正（直前期末の翌日から課税

時期までの間に株式の割当等の効力が発生

した場合） 

（比準価額 ○26 （○27 がある時は ○27 ）＋割当株式 1 株当たりの払込金

額×1 株当たりの割当株式数）÷（1 株＋1 株当たりの割当株式数・

交付株式数）※1 
※1 表示単位未満の端数切捨で 0 になる場合に「課税時期基準」で小数表示をする項目（㉘） 

※2 表示単位未満の端数切捨で 0 になる場合に「直前期末基準」で小数表示をする項目（④㉖㉗） 
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第 5 表・1 株当たりの純資産価額（相続税評価額）の計算明細書 
第 5 表では 1 株当たりの純資産価額（相続税評価額）の計算を行います。 
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第５表 
1.資産及び負債の金額（課税時期現在） 

科目 科目を入力します。※「参照」ボタンから科目選択も可能です。 
相続税評価額 相続税評価額を千円単位で入力します。 
帳簿価額 帳簿価額を千円単位で入力します。 
備考 土地または株式を選択します。 

※ここで選択した土地または株式の合計額が「土地保有特定会社」

「株式保有特定会社」の判定の基となります。 
①②③④合計 各項目の合計を表示します。 

○イ ○ロ 株式及び出資の価額の合計額 備考に株式を選択したものを集計します。 

○ハ 土地等の価額の合計額 備考に土地を選択したものを集計します。 

○ニ 現物出資等受入れ資産の価額の合計額

（相続税評価額） 

現物出資等受入資産の価額の合計額を千円単位で入力します。 
（相続税評価額） 

○ホ 現物出資等受入れ資産の価額の合計額

（帳簿価額） 

現物出資等受入れ資産の価額の合計額を千円単位で入力します。

（帳簿価額） 

2.評価差額にたいする法人税額等相当額の計算 
⑤相続税評価額による純資産価額 ①－③（千円単位） 
⑥帳簿価額による純資産価額 ②＋（○ニ －○ホ ）－④（千円単位。マイナスの場合は０） 
⑦評価差額に相当する金額 ⑤－⑥（千円単位。マイナスの場合は０） 
⑧評価差額に対する法人税額等担当額 ⑦×40%（千円単位） 

3.1 株当たりの純資産価額の計算 

⑨課税時期現在の純資産価額 

（相続税評価額） 

⑤－⑧（千円単位） 

⑩課税時期現在の発行済株式数 （第 1 表の 1 の①）－自己株式数 

⑪課税時期現在の 1 株当たりの純資産価額 ⑨÷⑩ ※1 

⑫同族株主等の議決割合（第 1 表の 1 の⑤

の割合）が 50％以下の場合 

⑪×80% ※1 

※以下の場合⑫は計算しません。 

 ・第 1 表の 1⑤の議決権割合が 50％超の場合 

 ・業種区分が医療法人の場合 

 ・開業前または休業中の会社に該当する場合 

 ・会社の規模が大会社でかつ一般会社の場合 

※1 表示単位未満の端数切捨で 0 になる場合に「課税時期基準」で小数表示をする項目（⑪⑫） 
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第 6 表・特定の評価会社の株式及び株式に関する権利の評価明細書 
第 6 表では特定の評価会社の株式などの計算を行います。 
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第６表 
1 表の 1 評価方式の判定  

評価方式の判定 ラジオボタンの初期表示は第 1 表の判定をもとに設定しています。（変更可） 
1.純資産価額方式による価額 

1 株当たりの価額の計算の基となる金額 

①類似業種比準価額 第 4 表 ○28 を転記します。 
※○28 が未入力の場合は ○27 、○27 が未入力の場合は ○26 、○26 が未入力の場合は 0。 

②1 株当たりの純資産価額 第 5 表⑪を転記します。第 5 表⑪がない場合は０。 

③1株当たりの純資産価額の80％相当額 第 5 表⑫を転記します。 

1 株当たりの価額の計算（第 2 表で判定した会社区分で 1 株当たりの価額を計算します） 

④比準要素数 1 の会社の株式 ②または③の金額と次の算式のいずれか低い方の金額 

（①の金額×0.25）＋（②または③の金額×0.75）※1 

⑤株式保有特定会社の株式 第 8 表の ○27の金額 

⑥土地保有特定会社の株式 ②または③の金額（③優先） 

⑦開業後 3 年未満の会社等の株式 ②または③の金額（③優先） 

⑧開業前または休業中の会社の株式 ②の金額 

株式の価額の修正 

⑨課税時期において配当期待権

の発生している場合 

1 株当たりの配当金額を入力すると（株式の価額）に④～⑧いずれかの金額 

を転記します。※1 

⑩新株引受権発生の場合  1 株当たりの払込金額を入力すると（株式の価額）に⑨、⑨がない場合は 

④～⑧いずれかの金額を転記します。※1 

2.配当還元方式による価額  ラジオボタンで配当還元方式にチェックが付いたときのみ計算します。 

 

１

株

当 

た

り 

⑪直前期末の資本金等 第 4 表①を転記します。 

⑫直前期末の発行済株式数 第 4 表②を転記します。 

※第 4 表②がない場合第 1 表１の①から転記 

⑬直前期末の自己株式数 第 4 表③を転記します。 

※第 4 表③がない場合第 1 表１の自己株式数から転記 

⑭1 株 50 円とした場合の発行済株式数 ⑪÷50 円 

⑮1 株当たりの資本金等の額 ⑪÷（⑫－⑬）※2 

直

前

期

２

年 

⑯年配当金額 第 4 表⑥直前期・直前々期を転記します。 

⑰左のうち非経常的配当金額 第 4 表⑦直前期・直前々期を転記します。 

⑱差引経常的な年配当金額 ⑭－⑮ 

⑲年平均配当金額 （○イ ＋○ロ ）÷2 

⑳1 株（50 円）当たりの年配当金額 ⑲÷⑭ 

○21 配当還元価額 （⑳÷10%）×（⑮÷50 円）※2 
○22  ○21 を転記します。 

※○21 が純資産価額方式の価額を超える場合は純資産価額方式の額 

3.株式に関する権利の価額  有のラジオボタンにチェックを付けたときのみ計算します。 

○23 配当期待権 1 株当たりの予想配当金額と源泉徴収されるべき所得税相当額を入力

します。 

（1 株当たりの予想配当金額）－（源泉徴収されるべき所得税相当額） 

○24 株式の割当を受ける権利 割当株式 1 株当たりの払込金額を入力します。 
（⑩または ○22 の金額）－（割当株式 1 株当たりの払込金額）※1 

○25 株主となる権利 株主となる権利につき払い込む額を入力します。 
（⑩または ○22 の金額）－（株主となる権利につき払い込む額）※1 

○26 株式無償交付期待権 ⑩または ○22 の金額 
4.株式及び株式に関する権利の価額 

株式の評価額 ■原則的評価方式にチェックがある場合は⑩、⑩がない場合は⑨、⑨

がない場合⑥⑦⑧のうち値のある金額を表示します。 
■配当還元方式にチェックがある場合は ○22 を表示します。 

株式に関する権利の評価額 ○23 配当期待権・○24 株式の割当を受ける権利・○25 株主となる権利・ 
○26 株式無償交付期待権の額を表示します。 

※1 表示単位未満の端数切捨で 0 になる場合に「課税時期基準」で小数表示をする項目（④⑨⑩㉔㉕） 

※2 表示単位未満の端数切捨で 0 になる場合に「直前期末基準」で小数表示をする項目（⑮㉑） 
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第 7 表・株式保有特定会社の株式価額の計算明細書 
第 7 表では株式保有特定会社の株式の価額の計算を行います。 
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第７表 

1.S1 の金額（類似業種比準価額の修正計算） 

①②受取配当金額 直前期・直前々期の受取配当金額を入力します。 

①②営業利益の金額 直前期・直前々期の営業利益金額を入力します。 

○イ ○ロ 合計 各①＋② 

○ハ 受取配当金収受割合 ○イ ÷（○イ ＋○ロ ）を表示します。※上限 1,000 

③1 株（50 円）当たりの年配当金額 第 4 表の ○B を表示します。 

④b の金額 ③×○ハ  

⑤○B －b の金額 ③－④ 

⑥1 株（50 円）当たりの年利益金額 第 4 表の ○C を表示します。 

⑦c の金額 ⑥×○ハ  

⑧○C －c の金額 ⑥－⑦ 

⑨1 株（50 円）当たりの純資産価額 第 4 表の ○D を表示します。 

⑩直前期末の株式及び出資の帳簿価額の合

計額 
第 5 表の ○ロ を表示します。 

⑪直前期末の純資産価額 第 1 表の「2 直前期末の総資産価額」を表示します。 

⑫○イ の金額 ⑨×（⑩÷⑪） 

⑬利益積立金額 第 4 表⑱の直前期末の総資産価額を表示します。 

⑭1 株 50 円とした場合の発行済株式数 第 4 表⑤の株式数を表示します。 

⑮○ロ の金額 （⑬÷⑭）×○ハ  

⑯d の金額 ⑫＋⑮ 

⑰○D －d の金額 ⑨－⑯ 

1 株（50 円）当たりの比準価額の計算 

類

似

業

種

の

株

価 

業種 No. 業種ナンバーを入力します。 

類似業種 類似業種を入力します。 

課税時期の属する月 課税時期の属する月の株価を入力します。 

課税時期の属する月の前月 課税時期の属する前月の株価を入力します。 

課税時期の属する月の前々月 課税時期の属する前々月の株価を入力します。 

前年平均株価 前年平均株価を入力します。 

A 課税月～前年平均のうち低い額を表示します。 

B 類似業種の 1 株当たりの年配当金額 1 株（50 円）当たりの年配当金額を入力します。 

C 類似業種の 1 株当たりの年利益金額 1 株（50 円）当たりの年利益金額を入力します。 

D 類似業種の 1 株当たりの純資産価額 1 株（50 円）当たりの純資産価額を入力します。 

比準割合 （評価会社）÷（類似業種）を自動算出します。 

1 株（50 円）当たりの比準価額 A×比準割合×割合（第 1 表会社規模と L の割合で判定） 

○24 1 株当たりの比準価額 比準価額⑳と ○23 とのいずれか低いほう×第 4 表の④の金額 ※2 
○25 比準価額の修正（直前期末の翌日から課税

時期までの間に配当金交付の効力が発生し

た場合） 

比準価額 ○24 －1 株当たりの配当金額 ※2 

○26 比準価額の修正（直前期末の翌日から課税

時期までの間に株式の割当等の効力が発生

した場合） 

（比準価額 ○24 （○25 があるときは ○25 ））＋割当株式 1 株当たりの払

込金額×1 株当たりの割当株式数）÷（1 株＋1 株当たりの割当株

式数・交付株式数）※1 
※1 表示単位未満の端数切捨で 0 になる場合に「課税時期基準」で小数表示をする項目（㉖） 

※2 表示単位未満の端数切捨で 0 になる場合に「直前期末基準」で小数表示をする項目（㉔㉕） 
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第 8 表・株式保有特定会社の株式価額の計算明細書（続） 
第 8 表では第 7 表に引き続き株式保有特定会社の株式の価額の計算を行います。 
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第８表 

1.S1 の金額（続） 

①相続税評価額による純資産価額 第 5 表⑤を転記します。 

②課税時期現在の株式等の合計 第 5 表 ○イ を転記します。 

③差引 ①－② 

④帳簿価額による純資産価額 第 5 表⑥を転記します。 

⑤株式及び出資の帳簿価額合計額 第 5 表 ○ロ ＋（○ニ －○ホ ）を転記します。 

⑥差引 ④－⑤ 

⑦評価差額に相当する金額 ③－⑥ 

⑧評価差額に対する法人税額等 ⑦×38％ 

⑨課税時期現在の修正純資産価額 ③－⑧ 

⑩課税時期現在の発行済株式数 第 5 表⑩ 

⑪課税時期現在の修正後の 1 株当たりの純

資産額 

⑨÷⑩ ※1 

⑫修正後の類似業種比準価額 第 7 表 ○24 、○25 または ○26  

⑬修正後の 1 株当たりの純資産額 ⑪を転記します。 

⑭比準要素数 1 の会社の S1 の金額 ⑬あるいは（⑫×0.25）＋（⑬×0.75）のいずれか低い方の金額 

                            ※1 

⑮大会社の S1 の金額 ⑫と⑬のいずれか低いほうの金額 

⑯中会社の S1 の金額 （⑫と⑬の低い方の金額×L の割合）＋（⑬×（1－L の割合）） 

※L の割合は第 1 表 2 から転記します。※1 

⑰小会社の S1 の金額 ⑬あるいは（⑫×0.50）＋（⑬×0.50）のいずれか低い方の金額 

                            ※1 

2.S2 の金額 

⑱課税時期の株式数及び出資価額合計 第 5 表 ○イ を転記します。 

⑲株式及び出資の帳簿価額の合計額 第 5 表 ○ロ ＋（○ニ －○ホ ）を転記します。 

⑳株式及び出資に係る評価差額に相当する

金額 

⑱－⑲ 

○21 ⑳の評価差額に対する法人税額等相当額 ⑳×45% 

○22 S2 の純資産価額相当額 ⑱－○21  
○23 課税時期現在の発行済株式数 第 5 表⑩を転記します。 
○24 S2 の金額 ○22 ÷⑬ ※1 
3.株式保有特定会社の株式の価額 
○25 1 株当たりの純資産価額 第 5 表⑫を転記します。※1 

※第 5 表⑫がない場合は第 5 表⑪を転記します。 
○26 S1 の金額と S2 の金額との合計額 ⑭⑮⑯⑰のいずれか該当する金額＋○24  
○27 株式保有特定会社の株式の価額（○25 と ○26

いずれか低い方の金額） 
○25 と ○26 のいずれか低い方の金額 

※1 表示単位未満の端数切捨で 0 になる場合に「課税時期基準」で小数表示をする項目（⑪⑭⑯⑰㉔㉖） 
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６-５．上場株式の評価明細書 
上場株式の評価計算を行います。 
 
①相続税トップメニュー画面を開きます。 
②「評価明細書」をクリックします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
③「上場株式の評価明細書」をクリックします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
④「追加」ボタンを押してデータを追加します。 
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⑤必要な箇所を入力します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑥入力が終了したら「保存終了」ボタンをクリックして終了します。 

 
 
⑦株式の一覧画面に戻りますので、印刷または終了します。 
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上場株式の評価明細書 

上場株式の評価計算をします。 

 

上場株式の評価明細書  

銘柄 銘柄を入力します。 

取引所等の名称 取引所等の名称を入力します。 

課税時期の最

終価格 

月日 最終価格の月日を入力します。 

①価格 1 株当たりの最終価格を入力します。 

最終価格の月

平均額 

 

②月 課税月の 1 株当たりの最終価格を入力します。 

③月 課税月の前月の 1 株当たりの最終価格を入力します。 

④月 課税月の前々月の 1 株当たりの最終価格を入力します。 

（ ） 増資による権利落等の修正計算前の最終価格の月平均額を入力します。 

評価額 ①～④のもっとも低い金額を表示します。（0 はのぞく） 

参考事項 増資による権利落等の修正計算その他の参考事項を入力します。 

持株数 持株数を入力します。（印刷には出ません） 

評価額×株式数 評価額×株式数を入力します。（印刷には出ません） 
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６-６．店頭銘柄及び店頭管理銘柄の評価明細書 

登録銘柄及び店頭管理銘柄の株式の評価計算をします。 

 

店頭銘柄及び店頭管理銘柄の評価明細書  

銘柄 銘柄を入力します。 

課税時期の

取引価格 

月日 最終価格の月日を入力します。 

①高値 課税時期の高値を入力します。 

②安値 課税時期の安値を入力します。 

③平均額 ①と②の平均を表示します。 

最終価格の

月平均額 

 

④課税月 課税月の 1 株当たりの最終価格を入力します。 

⑤前月 課税月の前月の 1 株当たりの最終価格を入力します。 

⑥前々月 課税月の前々月の 1 株当たりの最終価格を入力します。 

（ ） 増資による権利落等の修正計算前の最終価格の月平均額を入力します。 

評価額 ③～⑥のもっとも低い金額を表示します。（0 はのぞく） 

参考事項 増資による権利落等の修正計算その他の参考事項を入力します。 

持株数 持株数を入力します。（印刷には出ません） 

評価額×株式数 評価額×株式数を入力します。（印刷には出ません） 
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６-７．営業権の評価明細書 

営業権の価額計算をします。 
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営業権の評価明細書  

相続開始等の年月日 相続開始等年月日を表示します。 

事業所所在地または本店所在地 事業所所在地、または本店所在地を入力します。 

氏名または法人名 氏名または法人名を入力します。 

事業の内容 事業の内容を入力します。 

商号または屋号 商号または屋号を入力します。 

平均利益金額の計算 

年分または事業年度 年分または事業年度を入力します。 

①事業所得または所得の金額 事業所得または所得の金額を入力します。 

②非経常的な損益額 非経常的な損益の額を入力します。 

③支払利子等の額 支払利子等の額を入力します。 

④専従者給与または役員給与額 専従者給与または役員給与額を入力します。 

⑤ ①±②＋③＋④ ①±②＋③＋④ 

⑥（○イ ＋○ロ ＋○ハ ）×1/3 （○イ ＋○ロ ＋○ハ ）×1÷3 

⑦○ハ と⑥のうち低い方の金額 ○ハ と⑥のうちいずれか低い方の金額を表示します。 
標準企業者報酬額の計算 
⑧標準企業者報酬額の計算 標準企業者報酬額の算式により自動計算します。 
総資産価額の計算 
科目 科目を入力します。 
相続税評価額 相続税評価額を入力します。 
⑨合計 相続税評価額の合計を表示します。 
営業権の価額 
⑩超過利益金額 ⑦×0.5－⑧－（⑨×0.05）を自動計算して表示します。 
基準年利率による複利年金現価率 基準年利率による複利年金現価率を入力します。 

※利率は国税庁通達によります。 
営業権の価額 ⑩×基準年利率による複利年金現価率 
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６-８．定期金に関する権利の評価明細書 

定期金（給付事由が発生しているもの・いないもの）の評価額を自動計算します。 
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*定期金給付事由が発生しているもの（相続税法第 24 条）～評価方法～ 

有期定期金：次の①～③のいずれか多い金額を自動計算します。 

     ①解約返戻金の金額 

     ②定期金に代えて一時金の給付を受けることができる場合には当該一時金の金額 

     ③（給付を受けるべき金額の 1 年当たりの平均額）×（残存期間に応ずる予定利率による 

複利年金現価率） 

無期定期金：次の①～③のいずれか多い金額を自動計算します。 

      ①解約返戻金の金額 

      ②定期金に代えて一時金の給付を受けることができる場合には当該一時金の金額 

      ③給付を受けるべき金額の 1 年当たりの平均額÷予定利率 

終身定期金：次の①～③のいずれか多い金額を自動計算します。 

      ①解約返戻金の金額 

      ②定期金に代えて一時金の給付を受けることができる場合には当該一時金の金額 

      ③（給付を受けるべき金額の 1 年当たりの平均額）×（終身定期金に係る定期金給付契約の目的 

                               とされた者の平均余命に応ずる予定利率 

による複利年金現価率） 

権利者に対し一定期間かつ定期金給付契約の目的とされた者の生存中定期金を給付する契約に基づくもの： 

 有期定期金として算出した金額と終身定期金として算出した金額のいずれか少ない金額を自動計算します。 

 

定期金給付契約の目的とされた者の生存中定期金を給付しかつその者が死亡した時は権利者または遺族等に定期金 

を給付する契約に基づくもの： 

 有期定期金として算出した金額と終身定期金として算出した金額のいずれか多い金額を自動計算します。 

 

 

*定期金給付事由が発生していないもの（相続税法第 25 条） ～評価方法～ 

解約返戻金を支払う旨の定めのあるもの：解約返戻金の金額を入力します。 

解約返戻金を支払う旨の定めのないもの：次の①または②を自動計算します。 

①掛金（保険料）が一時払いの場合 

 （経過期間につき、掛金（保険料）の払込金額に対し、予定利率の複利による計算をして得た元利合計額）×0.9 

 ②掛金（保険料）が一時払い以外の場合 

（経過期間に払い込まれた掛金（保険料）の金額の 1 年当たりの平均額）×（経過期間に応ずる予定利率 ×0.9 

による複利年金終価率） 
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定期金に関する権利の評価明細書  

定期金または契約の名称 定期金の名称または契約の名称を入力します。 

定期金の給付者・氏名または名称 定期金の給付者の氏名または名称を入力します。 

定期金の給付者・住所または所在地 定期金の給付者の住所または所在地を入力します。 

定期金に関する権利を取得した者 定期金の権利を取得した者を入力します。 

給付契約に関する権利の取得年月日 給付契約に関する権利の取得年月日を入力します。 

1.定期金の給付事由が発生しているもの 

（1）有期定期金 

①解約返戻金の金額 解約返戻金の金額を入力します。 

②一時金の金額 一時金の金額を入力します。 

③ ⑨の金額 ⑨の金額を表示します。 

④評価額 ①、②または③のいずれか多い金額を表示します。 

定期金の給付終了年月日 定期金給付契約に基づく給付終了年月日を入力します。 

⑤1 年当たりの平均額 1 年当たりの平均額を入力します。 

⑥予定利率 予定利率を入力します。 

⑦給付期間年数 給付契約権利の取得年月日と定期金の給付終了年月日から年数を表示しま

す。（1 年未満切り上げ） 

*給付契約権利の取得年月日の月日と定期金の給付終了年月日の月日が同

日の場合、年数は表示しません。内容をご確認の上、手入力にて対応して

ください。 

⑧複利年金現価率 ｛1－（1÷（1＋r）の n 乗）｝÷r （小数点以下 3 位未満四捨五入） 

r=⑥予定利率  n=⑦給付期間年数 

⑨ ⑤×⑧の金額 ⑤×⑧ 

（2）無期定期金 

⑩解約返戻金の金額 解約返戻金の金額を入力します。 

⑪一時金の金額 一時金の金額を入力します。 

⑫ ⑯の金額 ⑯の金額を表示します。 

⑬ ⑩、⑪または⑫の多い金額 ⑩、⑪または⑫のいずれか多い金額を表示します。 

⑭1 年当たりの平均額 1 年当たりの平均額を入力します。 

⑮予定利率 予定利率を入力します。 

⑯ ⑭÷⑮の金額 ⑭÷⑮ 

（3）終身定期金 

⑰解約返戻金の金額 解約返戻金の金額を入力します。 

⑱一時金の金額 一時金の金額を入力します。 

⑲ ○25 の金額 ○25 の金額を表示します。 
⑳ ⑰、⑱または⑲の多い金額 ⑰、⑱または⑲のいずれか多い金額を表示します。 
定期金給付契約の目的とされた者の

生年月日・性別 
定期金給付契約の目的とされた者の生年月日、性別を入力します。 

○21 1 年当たりの平均額 1 年当たりの平均額を入力します。 
○22 予定利率 予定利率を入力します。 
○23 余命年数 余命年数を入力します。 
○24 複利年金現価率 ｛1－（1÷（1＋r）の n 乗）｝÷r （小数点以下 3 位未満四捨五入） 

r=○22 予定利率  n=○23 余命年数 
○25  ○21 ×○24 の金額 ○21 ×○24  
（4）権利者に対し、一定期間かつ定期金給付契約の目的とされた者の生存中定期金を給付する契約にも基づく 

もの 

○26  ④の金額 ④の金額を表示します。 
○27  ⑳の金額 ⑳の金額を表示します。 
○28  ○26 または ○27 のいずれか少ない金額 ○26 または ○27 のいずれか少ない方を表示します。 
（5）定期金給付契約の目的とされた者の生存中定期金を給付し、かつ、その者が死亡したときは権利者または 

遺族等に定期金を給付する契約に基づくもの 
○29  ④の金額 ④の金額を表示します。 
○30  ⑳の金額 ⑳の金額を表示します。 
○31  ○29 または ○30 のいずれか多い金額 ○29 または ○30 のいずれか多い方を表示します。 
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2.定期金の給付事由が発生していないもの 

（1）契約の解約返戻金を支払う定めがない場合 

保険料の払込開始年月日 保険料の払込開始年月日を入力します。 

イ.掛金または保険料が一時に払い込

まれた場合 

チェックして選択します。 

（イ）払込金額 払込金額を入力します。 

（ロ）予定利率 予定利率を入力します。 

（ハ）経過期間の年数 経過期間の年数を表示します。保険料の払込開始年月日と給付契約権利の

取得年月日から年数を表示します。（1 年未満切捨て） 

（ニ）複利終価率 （1＋r）の n 乗 （小数点以下 3 位未満四捨五入） 

r=（ロ）予定利率  n=（ハ）経過期間 

（ホ）（イ）×（ニ）の金額 （イ）×（ニ）  

（ヘ）評価額  （ホ）×0.9 

ロ.イ以外の場合 チェックして選択します。 

（ト）1 年当たりの平均額 1 年当たりの平均額を入力します。 

（チ）予定利率 予定利率を入力します。 

（リ）払込済期間 払込済期間を表示します。保険料の払込開始年月日と給付契約権利の取得

年月日から年数を表示します。（1 年未満切り上げ） 

（ヌ）複利年金終価率 ｛（1＋r）の n 乗－1｝÷r （小数点以下 3 位未満四捨五入） 

r=(チ)予定利率 n=(リ)払込済期間 

（ル）（ト）×（ヌ）の金額 （ト）×（ヌ）  

（ヲ）評価額 （ル）×0.9 

（2）（1）以外の場合 

（ワ）評価額 解約返戻金の金額を入力します。 
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６-９．定期預金等の評価明細書 

定期預金・定期預金・通常預金・普通預金・当座預金等の評価額を自動計算します。 

 

 

定期預金等の評価明細書  

金融機関等名 金融機関等名を入力します。 

種類 預金の種類一覧から該当項目を選択します。 

記号・番号 記号・番号を入力します。 

預入日 預入年月日を入力します。 

満期日 満期年月日を入力します。 

①元本額 元本額を入力します。 

②利率 利率を入力します。 

③経過日数 （預入日）～（相続開始日）の日数を表示します。 

④既経過利子額 ①②③を元に既経過利子額を表示します。（①×②×③）÷365 

⑥税率 税金相当額の利率を入力します。 

⑤税金相当額 （④既経過利子額×⑥税金相当額の利率）÷365 を表示します。 

⑦評価額 （①元本額＋④既経過利子額－⑤税金相当額）を表示します。 
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６-１０．山林・森林の立木の評価明細書 

山林・森林の立木の評価計算をします。 
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■立木の評価額＝1 ヘクタールあたりの標準価額×地味級×立木度×地理級×地積 ←（A） 

地味級の割合 上=1.3  中=1.0  下=0.6 

立木度の割合 密=1.0  庸=0.8  疎=0.6   を入力します。 

地利級の割合 小出し距離と小運搬距離から地利級（割合）判定表で求めて入力 

総合指数   総合等級表から入力 

*保安林控除がある場合は、［算出額］欄の上段・［割合］の欄に控除割合を入力します。 

上記評価額(A)×（1－保安林控除の割合） 

 控除割合  一部皆伐=0.3  択伐=0.5  単木選伐=0.7  禁伐=0.8 

出力時、割合の前に ○保 をつけてプリントします。 

*造林者の分収割合がある場合は、［算出額］欄の中断に分収割合を入力します。 

出力時、○分 をつけてプリントします。 

○注 ：地味級の割合・立木度の割合・保安林控除割合については、申告時期の評基通および判定表で必ず数値を 

ご確認下さい。 

 

 

山林・森林の立木の評価明細書  
林地 
所在地 所在地を入力します。 
用途区分及び現況 該当項目を選択します。 
面積 評価対象地の地積（台帳・実測）を入力します。 
固定資産税評価額 評価の基とした林地の固定資産税評価額を入力します。 
修正 （固定資産税評価額）×（実測÷台帳）を表示します。 
評価倍率 修正固定資産税評価額に乗ずる評価倍率を入力します。 
評価額 （修正固定資産税評価額）×（評価倍率）を表示します。 
立木 
樹種 該当項目を選択します。 
樹齢 樹齢年数を入力します。 
森林の面積 森林の面積を入力します。*単位＝ヘクタール 
1 ヘクタール当たりの標準価額 1 ヘクタール当たりの価額を「立木の標準価額表」で求めて入力します。 

小出し距離 小出し距離を入力します。*単位＝m 

小運搬距離 小運搬距離を入力します。*単位＝km 

地

利

級 

級 「地利級判定表」から小出し距離・小運搬距離で求めて入力します。 

指数 「地利級判定表」から求めた等級に応じた割合を入力します。 

地

味

級 

級 「地味級判定表」から樹種・樹齢に応じて選択します。 

指数 地味級の割合を入力します。*上＝1.3 中＝1.0 下＝0.6 

立木度 「立木度の判定表」から求めた判定結果を選択します。 
総合等級 「総合等級表」から地利級・地味級・立木度に応じて数値を求めて入力します。 

 

算 

出 

額 

割合 保安林控除割合などがある場合に控除割合を入力します。 
*印刷時、○保 をつけてプリントします。 

／ 造林者の分収割合がある場合に入力します。 
*印刷時、○分 をつけてプリントします。 

評価額 立木の評価額を算出表示します。 
備考 記載事項がある場合に入力します。 
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６-1１．財産一覧表 

各評価明細書の評価内容を一覧で確認できます。「全部」「土地」「現金預貯金」「有価証券」「その他」の分類ごとの 

確認ができます。また、この財産一覧表から相続税への連動転記も可能です。 

 

 ※「配偶者居住権等の評価明細書」からの転記はありません  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産一覧表から相続税への転記方法 

｢相続税への連動｣にチェックをつけ、｢相続税へ連動｣ボタンを押すと、相続税へ転記します。 
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財産一覧表 
相続税への連動 チェックを付け、｢相続税へ連動｣ボタンを押すと該当財産を相続税へ転記します。 
種類 土地、現金預貯金、有価証券、その他 
細目 細目を表示します。 
利用区分銘柄 利用区分銘柄を表示します。 
所在場所等 所在場所等を表示します。 
数量 数量を表示します。 
持分割合 持分割合を表示します。 
単価 単価を表示します。 
固定資産税評価額 固定資産税評価額を表示します。 
倍数 倍数を表示します。 
権利割合の種類 権利割合の種類を表示します。 
権利割合 権利割合を表示します。 
評価額 （数量）×（持分割合）×（単価）×（倍数）×（権利割合）を表示します。 
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６-1２.財産一覧表から相続税への転記箇所 
 
土地及び土地の上に存する権利の評価明細書     
 

土地等の評価明細書 財産一覧表 相続税 
土地 財産の種類・土地 土地データ 
地目 細目 細目 
所在地番 所在場所等 所在場所 
地積（㎡） 数量 地積（㎡） 
所有割合 持分割合 所有割合 
― 単価 単位面積価額 
総額 評価額 価額 
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市街地農地等の評価明細書            
 

市街地農地等評価明細書 財産一覧表 相続税 
市街地農地等 財産の種類・土地 土地データ 
現況地目 細目 細目 
市街地農地等 利用区分銘柄 利用区分 
所在地番 所在場所等 所在場所 
地積（㎡） 数量 地積（㎡） 
持分割合 持分割合 所有割合 
評価額 評価額 価額 
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取引相場のない株式の評価明細書                
 

取引相場のない株式の評価明

細書 
財産一覧表 相続税 

取引相場のない株式 財産の種類・有価証券 有価証券データ 
現況地目 細目・特定株式(その他) 細目・特定株式(その他) 
会社名 利用区分銘柄 利用区分 
本店所在地 所在場所等 所在場所 
単価 単価 単価 
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上場株式の評価明細書                 
 

上場株式の評価明細書 財産一覧表 相続税 
上場株式 財産の種類 有価証券 
上場株式 細目 細目（その他株式） 
銘柄 利用区分銘柄 銘柄等 
持株数 数量 株式数（株） 
評価額×株式数 評価額 価額 
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登録銘柄及び店頭管理銘柄の評価明細書    
 

登録銘柄及び店頭管理銘柄

の評価明細書 
財産一覧表 相続税 

登録銘柄及び店頭管理銘柄 財産の種類 有価証券 
登録銘柄及び店頭管理銘柄 細目 細目（その他株式） 
銘柄 利用区分銘柄 銘柄等 
持株数 数量 株式数（株） 
評価額×株式数 評価額 価額 
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営業権の評価明細書             
 

営業権の評価明細書 財産一覧表 相続税 
営業権 財産の種類 その他財産 
営業権 細目 細目（営業権） 
氏名又は法人名 利用区分銘柄 利用区分銘柄等 
事業所所在地又は本店所

在地 
所在場所等 所在場所等 

営業権の価額 評価額 価額 
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定期金の評価明細書             
 

定期金の評価明細書 財産一覧表 相続税 
定期金 財産の種類 その他財産 
定期金 細目 細目（定期金） 
定期金又は契約の名称 利用区分銘柄 利用区分銘柄等 
住所又は所在地 所在場所等 所在場所等 
最初に記載された評価額

から転記 
評価額 価額 
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定期預金の評価明細書             
 

定期預金等の評価明細書 財産一覧表 相続税 
定期預金等 財産の種類 預貯金 
定期預金等 細目(預貯金) 細目（預貯金） 
預金の種類 利用区分銘柄 利用区分銘柄等 
金融機関名 所在場所等 所在場所等 
評価額 評価額 価額 
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山林・森林立木の評価明細書(林地)        
 

山林・森林立木の評価明細書

(林地) 
財産一覧表 相続税 

林地 土地 土地 
林地 細目（山林） 細目(山林) 
用途区分及び現況 利用区分銘柄 利用区分 
所在地 所在場所等 所在場所 
面積(台帳・実測両方入力がある場

合は実測から転記)㎡ 
数量（㎡） 地積（㎡） 

固定資産税評価額(台帳・修正両方

入力がある場合は修正から転記) 
固定資産税評価額 固定資産税評価額 

評価倍率 倍数 倍数 
評価額 評価額 価額 
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山林・森林立木の評価明細書(立木)        
 

山林・森林立木の評価明細書

(立木) 
財産一覧表 相続税 

立木 その他財産 その他財産 
立木 細目（立木） 細目(立木) 
樹種 利用区分銘柄 利用区分 
所在地(林地の所在地を転記) 所在場所等 所在場所 
森林の面積(ヘクタール) 数量（ヘクタール） 地積（ヘクタール） 
― 倍数 倍率 
評価額(算出額×0.85) 評価額 価額 

 

 
 

 
 
 

 

×0.85 
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７．その他 

税務代理権限証書、遺産分割協議書の作成は「その他」で行います。 
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７-１．税務代理権限証書 

税務代理権限証書の作成を行います。 

 

①相続人一覧から選択して「追加」ボタンをクリックします。 

 
②入力が終わったら「登録」ボタンをクリックします。 

 
 
③「印刷」ボタンで印刷画面を表示します。 

 
 
④「終了」ボタンで終わります。 
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税務代理権限証書 
被相続人 被相続人氏名を表示します。 
申告日 相続の申告日を表示します。 
所轄税務署 所轄税務署名を表示します。 
税理士または税理士法人 
氏名又は名称 税理士名または税理士法人名を表示します。 
事務所名称 事務所名称を表示します。 
所在地 住所、電話番号を表示します。 
所属税理士会等 所属税理士会等を表示します。 
その他 該当項目をクリックして選択します。 
依頼者 
氏名又は名称 依頼者氏名を表示します。 
住所又は事務所所在地 依頼者住所、電話番号を表示します。 
1 税務代理の対象に関する事項 

税目 代理対象の税目にチェックを付けます。 
年分等 何年分についてか入力します。もしくは必要事項を手入力します。 
2 税務代理の対象となる書類の受領に関する事項 

自由入力欄です。 
3 その他の事項 

自由入力欄です。 
委任状 
必要事項を入力します。 
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７-２．税理士法第 33 条の２第 1 項 

税理士法第 33 条の２第 1 項の作成を行います。 

 
①相続人一覧から選択して「追加」ボタンをクリックします。 

 
 
②入力が終わったら｢登録｣をクリックします。 

 
 
③他ページへの移動はボタンで行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
④「印刷」ボタンで印刷画面を表示します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑤「終了」ボタンで終わります。 
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税理士法第３３条の２第１項（資）・１頁目 
相続税もしくは贈与税 相続税を選択し、申告の種類を入力します。相続開始年月日を表示します。 
被相続人 被相続人氏名を表示します。 
申告日 相続の申告日を表示します。 
所轄税務署 所轄税務署名を表示します。 
税理士または税理士法人 
氏名又は名称 税理士名または税理士法人名を表示します。 
事務所の所在地 事務所の住所、電話番号を表示します。 
書面作成に係る税理士 
氏名 税理士名を表示します。 
事務所の所在地 事務所の住所、電話番号を表示します。 
所属税理士会等 所属税理士会等を表示します。 
税務代理権限証書の提出 有・無から選択します。 
依頼者 
氏名又は名称 依頼者氏名を表示します。 
住所又は事務所所在地 依頼者住所、電話番号を表示します。 
1 提示を受けた書類等に関する事項 

書類等の名称 書類等の名称を入力します。 
左記の書類等以外の書類等 以外の書類等を入力します。 
2 自ら作成記入した書類等に関する事項 

書類等の名称 書類等の名称を入力します。 
作成記入の基礎となった書類等 作成記入の基礎となった書類等を入力します。 

 
 



202 
 

 
 
税理士法第３３条の２第１項（資）・２頁目 

依頼者 依頼者名を表示します。 

3 計算し、整理した主な事項 

 

（１） 

区分 区分を入力します。 

事項 事項を入力します。 

備考 備考を入力します。 

（２） （１）のうち個別的・特徴的な事項 （１）のうち個別的・特徴的な事項を入力します。 

備考 備考を入力します。 
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税理士法第３３条の２第１項（資）・３頁目 

依頼者 依頼者名を表示します。 

4 相談に応じた事項 

事項 事項を入力します。 

相談の要旨 相談の要旨を入力します。 

5 総合所見 

総合所見を入力します。 

6 その他 

その他を入力します。 
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税理士法第３３条の２第１項（資）・４頁目 
依頼者 依頼者名を表示します。 
※追加記載する事項 
Ａ １～6 の中から選択します。（Ａで選択した項目によってＢ～Ｄの項目名が変わります） 
Ｂ 追加記載する事項を入力します。 
Ｃ 追加記載する事項を入力します。 
Ｄ 追加記載する事項を入力します。 
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７-３．税理士法第 33 条の２第２項 

税理士法第 33 条の２第２項の作成を行います。 

 
①相続人一覧から選択して「追加」ボタンをクリックします。 

 
 
②入力が終わったら｢登録｣をクリックします。 

 
 
③他ページへの移動はボタンで行います。 

 
 
④「印刷」ボタンで印刷画面を表示します。 

 
 
⑤「終了」ボタンで終わります。 
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税理士法第３３条の２第２項（資）・１頁目 
相続税もしくは贈与税 相続税を選択し、申告の種類を入力します。相続開始年月日を表示します。 
被相続人 被相続人氏名を表示します。 
申告日 相続の申告日を表示します。 
所轄税務署 所轄税務署名を表示します。 
税理士または税理士法人 
氏名又は名称 税理士名または税理士法人名を表示します。 
事務所の所在地 事務所の住所、電話番号を表示します。 
書面作成に係る税理士 
氏名 税理士名を表示します。 
事務所の所在地 事務所の住所、電話番号を表示します。 
所属税理士会等 所属税理士会等を表示します。 
税務代理権限証書の提出 有・無から選択します。 
依頼者 
氏名又は名称 依頼者氏名を表示します。 
住所又は事務所所在地 依頼者住所、電話番号を表示します。 
1 相談を受けた事項 
事項 事項を入力します。 
相談の要旨 相談の要旨を入力します。 
2 審査に当たって提示を受けた書類等 
書類等の名称 書類等の名称を入力します。 
確認した内容 確認した内容を入力します。 
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税理士法第３３条の２第２項（資）・２頁目 
依頼者 依頼者名を表示します。 
3 審査した主な事項 

 
（１） 

区分 区分を入力します。 
事項 事項を入力します。 
備考 備考を入力します。 

（２） （１）のうち個別的・特徴的な事項 （１）のうち個別的・特徴的な事項を入力します。 
備考 備考を入力します。 
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税理士法第３３条の２第２項（資）・３頁目 
依頼者 依頼者名を表示します。 
4 審査結果  

審査結果を入力します。 
5 総合所見 

総合所見を入力します。 
6 その他 

その他を入力します。 
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税理士法第３３条の２第２項（資）・４頁目 
依頼者 依頼者名を表示します。 
※追加記載する事項 
Ａ １～6 の中から選択します。（Ａで選択した項目によってＢ～Ｄの項目名が変わります） 
Ｂ 追加記載する事項を入力します。 
Ｃ 追加記載する事項を入力します。 
Ｄ 追加記載する事項を入力します。 
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７-４．遺産分割協議書 

遺産分割協議書の作成を行います。 

①「編集」ボタンをクリックします。 

 
②協議書作成日を和暦で入力します。 

 
 
 
 
 
 
 
 

③「登録」ボタンをクリックしてデータを保存します。 
 
 
 
 
 
 
 
 

④「印刷」ボタンをクリックすると印刷画面を表示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤「出力」ボタンをクリックすると遺産分割協議書をテキスト形式（txt）で保存できます。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
※テキスト形式で保存しますので、ワープロソフトやメモ帳で編集が可能です。 
 
⑥「終了」ボタンで終わります。 
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７-５．相続税の申告チェックシート 
相続税申告手続きのチェックシートです。 

チェックを付けたり、印刷もできます。 
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８．連続印刷 
相続税申告書を連続印刷する場合はこちらを使用します。 

 

①トップメニューの「連続印刷」をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②印刷する帳票にチェックを付けて「印刷」ボタンをクリックします。 

「全選択」「全解除」「データ有」の３つのボタンもご活用ください。 

 

「全選択」 …すべての帳票にチェックを付けます 

「全解除」 …チェックをすべて解除します。 

「データ有」…データのある帳票のみチェックを付けます。 
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③印刷プレビュー画面を表示します。 

「印刷」ボタンをクリックしてプリンタを選択し、印刷します。 

 

 ※チェックを付けた帳票分、プレビュー画面を順番に表示します。 
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９．オペレーター管理 

 

事務員様など一つの事務所 ID を複数人で使用する場合、オペレーター管理から ID・パスワードの設定を行います。 

※この設定はオペレーター管理者権限のある ID でログインして行います。 

 

①オペレーター管理者権限のある ID でログインします。 
 

 
 
②「オペレーター管理」をクリックします。 
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③「新規追加」ボタンをクリックします。 

 
 
④氏名、ログイン ID、パスワードを入力して「登録」をクリックします。 

 
 
⑤登録したオペレーターはオペレーター一覧から確認・編集が可能です。 
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Quick Biz 

WWEEBB 相相続続税税申申告告書書  

取取扱扱説説明明書書  

 

10．お問い合わせ 

 

「WEB 相続税申告書」の操作に関するご質問は、QuickBiz サポートメールまでお問い合わせください。 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■17 版 2025 年 02 月 

■株式会社タテムラ 

 

QuickBiz サポートメール：customer_websouzoku@qbz.jp 

 

WEB 相続税申告書 

https://qbz.jp/souzoku/ 
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